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◆ 資料①令和２年度たつの市まち未来創生戦略推進委員会委員意見に対す

る取組状況について 

◆ 資料②たつの市の現状について 

◆ 資料③「たつの市まち未来創生戦略」基本目標・施策の検証及び評価につ

いて   

◆ 資料④主な取組について 

◆ 資料⑤国の認定を受け進めた本市の創生戦略事業について 

◆ 資料⑥第２期戦略について  

◆ 資料⑦たつの市人口ビジョン（改訂案） 

 







たつの市の現状について 
 

１ 住民基本台帳人口の推移 （各年 3月 31日現在） 

年 H17 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 

人口(人) 82,719 80,277 80,193 79,637 79,072 78,508 77,968 77,276 76,600 75,995 75,166 

前年比 － △0.5% △0.1% △0.7% △0.7% △0.7% △0.7% △0.9% △0.9% △0.8% △1.1% 

県状況 － △0.2% △0.2% △0.3% △0.3% △0.07% △0.4% △0.3% △0.3% △0.4% △0.5% 

※県状況については各年 4月 1日現在の前年比数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 将来人口シミュレーションと人口ビジョンとの比較 

 
2015年 

(H27) 

2020年 

(R2) 

2025年 

(R7) 

2030年 

(R12) 

2035年 

(R17) 

2040年 

(R22) 

2045年 

(R27) 

2050年 

(R32) 

2055年 

(R37) 

2060年 

(R42) 

[現行]人口ビジョン目標値 79,072 76,759 74,847 72,596 70,203 68,089 65,975 63,980 62,004 60,071 

社人研 H25 推計準拠 78,578 76,234 73,440 70,334 66,962 63,467 60,001 56,584 53,138 49,645 

社人研 H30 推計準拠 77,419 73,889 69,998 65,894 61,548 57,104 52,818 48,709 44,663 40,624 
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【2020年時点比較】

人口ビジョン 76,759人

住基人口 75,995人

H30社人研 73,889人

※R2国勢調査人口 74,316人

▲764人
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資料② 



３ 自然増減                 （単位：人） 

年度 出生 死亡 増減 

平成 27年度   566   896 ▲330 

平成 28年度 563 887 ▲324 

平成 29年度 515 948 ▲433 

平成 30年度 480 875 ▲395 

令和元年度 454 886 ▲432 

令和 2年度 386 944 ▲558 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 社会増減                 （単位：人） 

年度 転入 転出 増減 

平成 27年度 1,859 2,071 ▲212 

平成 28年度 1,809 1,987 ▲178 

平成 29年度 1,897 2,101 ▲204 

平成 30年度 1,886 2,115 ▲229 

令和元年度 1,929 2,048 ▲119 

令和 2年度 1,822 2,054 ▲232 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市外市町別社会増減内訳）                      （単位：人） 

  姫路 相生 赤穂 宍粟 太子 上郡 佐用 
その他

県内 
県外 計 

H27 ▲62 ▲7 19 51 2 27 26 ▲40 ▲228 ▲212 

H28 ▲125 ▲25 ▲1 9 17 3 44 ▲76 ▲24 ▲178 

H29 ▲112 ▲15 ▲7 20 9 18 0 ▲35 ▲82 ▲204 

H30 ▲63 43 16 22 ▲10 12 15 ▲156 ▲108 ▲229 

R 元 ▲104 13 6 49 2 18 28 ▲87 ▲44 ▲119 

R2 ▲70 36 8 65 ▲9 1 34 ▲131 ▲166 ▲232 
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（年齢区分別社会増減内訳）                         （単位：人） 

 H28年度 H29年度 H30年度 R 元年度 R2 年度 

年齢 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 

0～14 287 214 73 270 223 47 274 225 49 250 197 53 270 181 89 

15～19 65 126 ▲61 111 116 ▲5 79 105 ▲26 88 97 ▲9 80 116 ▲36 

20～24 274 415 ▲141 274 415 ▲141 295 475 ▲180 340 483 ▲143 304 510 ▲206 

25～29 316 400 ▲84 302 413 ▲111 347 400 ▲53 358 438 ▲80 293 379 ▲86 

30～34 272 279 ▲7 286 307 ▲21 265 281 ▲16 289 260 29 250 248 2 

35～39 186 140 46 161 171 ▲10 179 165 14 175 166 9 180 160 20 

40～44 118 122 ▲4 123 135 ▲12 117 110 7 95 97 ▲2 107 104 3 

45～49 69 68 1 87 79 8 91 92 ▲1 95 89 6 84 75 9 

50～54 54 53 1 64 68 ▲4 59 66 ▲7 45 66 ▲21 62 67 ▲5 

55～59 39 43 ▲4 52 31 21 35 42 ▲7 55 32 23 58 44 14 

60～64 34 29 5 51 30 21 35 35 0 38 20 18 33 39 ▲6 

65～69 21 26 ▲5 35 37 ▲2 46 31 15 27 21 6 22 16 6 

70～74 14 24 ▲10 19 22 ▲3 15 20 ▲5 22 20 2 21 29 ▲8 

75～79 16 19 ▲3 14 19 ▲5 13 18 ▲5 14 18 ▲4 20 16 4 

80～84 18 10 8 23 13 10 15 17 ▲2 15 20 ▲5 15 24 ▲9 

85～89 16 14 2 15 15 0 13 20 ▲7 16 13 3 12 29 ▲17 

90～94 9 5 4 5 6 ▲1 6 11 ▲5 6 11 ▲5 9 13 ▲4 

95～ 1 0 1 5 1 4 2 2 0 1 0 1 2 4 ▲2 

 

（年齢区分別社会増減の状況グラフ）                    （単位：人） 
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５ 年齢別住民基本台帳人口           （各年 3月 31日現在 単位：人） 

年齢 H30 H31 R2 R3 年齢 H30 H31 R2 R3 

0～4歳 2,961 2,839 2,702 2,548 55～59歳 4,570 4,492 4,545 4,592 

5～9歳 3,418 3,337 3,335 3,255 60～64歳 5,018 4,791 4,730 4,606 

10～14歳 3,599 3,538 3,446 3,444 65～69歳 6,454 6,068 5,647 5,313 

15～19歳 3,930 3,910 3,848 3,731 70～74歳 5,492 5,825 6,096 6,482 

20～24歳 3,642 3,655 3,645 3,593 75～79歳 4,276 4,569 4,725 4,621 

25～29歳 3,284 3,146 3,038 2,941 80～84歳 3,121 3,081 3,168 3,213 

30～34歳 4,070 3,818 3,688 3,478 85～89歳 2,144 2,135 2,163 2,232 

35～39歳 4,491 4,422 4,319 4,254 90～94歳 963 1,075 1,088 1,066 

40～44歳 5,430 5,185 4,967 4,760 95～99歳 267 271 291 327 

45～49歳 5,492 5,619 5,722 5,777 100歳以上 36 40 38 38 

50～54歳 4,618 4,784 4,794 4,895 (再掲)65歳以上 22,753 23,064 23,216 23,292 
 

 

  

1,318 

1,708 

1,795 

1,854 

1,859 

1,564 

1,778 

2,216 

2,417 

2,947 

2,374 

2,262 

2,230 

2,524 

3,061 

2,093 

1,305 

759 

264 

54 

1 

1,230 

1,547 

1,649 

1,877 

1,734 

1,377 

1,700 

2,038 

2,343 

2,830 

2,521 

2,330 

2,376 

2,789 

3,421 

2,528 

1,908 

1,473 

802 

273 

37 

400 1,400 2,400 3,400 4,400

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

4009001,4001,9002,4002,9003,400

たつの市人口ピラミッド（令和3年3月末）

男 女



６ 高齢者の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）H17～H27まで：国勢調査、R2以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域   

    別将来推計人口（H30年推計）を基に作成 

 

７ 地区別住民基本台帳人口 （各年 3月 31日現在 単位：人） 

地区名 H28 H29 H30 H31 R2 R3 H28－R3比較増減率 

総 数 78,508 77,968 77,276 76,600 75,995 75,166 95.7% 

龍野地区 4,053 3,992 3,930 3,935 3,920 3,816 94.1% 

小宅地区 14,142 14,264 14,461 14,544 14,723 14,805 104.7% 

揖西地区 8,540 8,559 8,479 8,428 8,352 8,327 97.5% 

揖保地区 4,649 4,556 4,526 4,464 4,366 4,296 92.4% 

誉田地区 3,461 3,412 3,397 3,379 3,416 3,373 97.4% 

神岡地区 5,706 5,606 5,500 5,448 5,303 5,208 91.2% 

西栗栖地区 2,176 2,117 2,081 2,024 1,977 1,940 89.1% 

東栗栖地区 2,330 2,333 2,290 2,228 2,196 2,150 92.2% 

香島地区 2,513 2,492 2,438 2,382 2,339 2,283 90.8% 

新宮地区 4,488 4,391 4,327 4,280 4,212 4,163 92.8% 

越部地区 3,187 3,148 3,103 3,034 2,974 2,948 92.5% 

半田地区 3,754 3,704 3,620 3,539 3,478 3,399 90.5% 

神部地区 6,924 6,928 6,919 6,893 6,888 6,830 98.6% 

河内地区 1,581 1,579 1,529 1,490 1,443 1,423 90.0% 

御津地区 10,018 9,914 9,728 9,608 9,505 9,324 93.1% 

室津地区 986 973 948 924 903 881 89.4% 



８ 外国人登録人口の推移            （各年 3月 31日現在 単位：人） 

年度 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 

外国人人口 398 416 457 504 591 710 729 

総人口 79,072 78,508 77,968 77,276 76,600 75,995 75,166 

総人口に占める

外国人人口割合 
0.50% 0.53% 0.59% 0.65% 0.77% 0.93% 0.97% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国別人口】R3.3末現在         【国別人口増加ランキング】 

    H28.3末→R3.3比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国名 人口 

ベトナム 258 

中国 115 

インドネシア 78 

韓国 77 

ペルー 53 

フィリピン 31 

朝鮮 17 

米国 13 

ネパール 12 

ブラジル 11 

タイ 10 

ミャンマー 9 

英国 6 

台湾 5 

ボリビア 5 

カンボジア 5 

ナイジェリア 4 

ガーナ 3 

マレーシア 3 

トルコ 2 

シンガポール 2 

フランス 2 

カメルーン 2 

オーストラリア 1 

バングラデシュ 1 

コンゴ共和国 1 

アイルランド 1 

ポルトガル 1 

ニュージーランド 1 

合計 729 

国名 増加人数 

ベトナム 160 

インドネシア 54 

ネパール 10 

ミャンマー 9 

タイ 8 

398 416 
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制度の概要

交付金事業の名称

事業費

事業概要

R2年度実施事業

指標① 指標② 指標③ 指標④

年間観光入込客総
数（千人）

年間ホームページ
閲覧数(千ページ
ビュー)

RESASを活用した
休日の滞在人口に
おけるたつの市以
外の人口率（年間
平均）（％）

当事業への市民参
画者数

当初値
（令和元年度）

2,070 － － －

令和2年度終了時
点目標値
（増加分）

20 70 1.1 10

令和2年度終了時
点実績値
（増加分）

▲925 0 1.1 10

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

国の認定を受け進める本市の創生戦略事業

たつの市観光協会のホームページをリニューアルし、急速なネット社会の発
展に対応するべく、これまで以上に強力な情報発信や観光客ニーズを満たす
デザインや機能を備えたホームページを制作するとともに、SNS との連携を
図ることで、これまで以上に四季折々魅力ある観光情報をタイムリーかつ効
果的に内外へ発信し、本市全体の観光交流客数の拡大を目的とする。また、
市民リポーターを募り、市民と共に情報の発掘、磨き上げと発信、観光コン
テンツづくりを行い、地域の魅力を再認識することで、シビックプライドの
醸成を図る。

・官民協働による担い手グループの発掘、豊富な地域資源を集約したWEBサイ
  トの構築※R3.8月ホームページ開設
・観光ARアプリの導入、プロジェクションマッピングイベントの開催
・重要伝統的建造物群保存地区を生かした地域活性化と住民との共生を図り
  持続可能な地域づくりに資する将来ビジョンの策定

18,852,000円

地方版総合戦略の推進に向け地域再生計画に基づき実施する自主的・主体的
で先導的な事業に要する経費に対する交付金

阪神間、中国地方等の近隣都市部へのプロモーション活動によるマイクロ
ツーリズムの推進などコロナ禍における旅行需要をとらえた誘客促進や、魅
力発信イベントとして、インフルエンサーツアーやフォトコンテストを実施
するなど、「たつのファン」づくりの拡大を図る。
WEBサイトについては、最新のイベントや季節に応じた地域情報の発信、モデ
ルコースの拡充、少人数での目的別旅行プランなどの追加を行うとともに、
市民や地元企業と協働しGoogleマップのマーカー数を増やしていき、目的地
周辺の観光施設等の表示を行うことで周遊型観光を推進する。また、市内在
住の外国人の意見等を取り入れた外国人が求める観光情報を発信するなど、
コロナ収束後を見据えたインバウンド誘客の取組を進める。

洗練されたデザインやお店情報の掲載、SNSの活用など、効果的な情報発信に
よる観光客の誘致増大や周遊促進、観光消費拡大が期待できる。

令和２年度　地方創生推進交付金事業の効果検証

官民協働による「たつのツーリズム」構築事業
～人・歴史・地場産業が醸す地域活性化～

交付金計画書にお
ける成果目標値

資料⑤



たつの市観光協会ホームページ

ＡＲアプリ

重要伝統的建造物群保存地区将来ビジョン策定

プロジェクションマッピング（龍野城）



制度の概要

交付金事業の名称

実績額（H29年度）

事業概要

29年度実施事業

指標① 指標② 指標③

施設内アンテナ
ショップ売上増加額
（年間）(単位：千
円)

施設訪問者増加数（年
間）（単位：人）

RESASを活用した施設周辺の休
日流動人口増加数（年間）（単
位：人）

平成28年度当初値 － － 188,000

令和2年度終了時
点目標値
（増加分）

200 3,000 10,000

▲ 1,436 ▲ 5,668 ▲ 16,920

【R2売上額】
           8,836

【R2施設訪問者数】
          32,674

【R2休日流動人口数】
                    250,416

736% 327% 260%

【売上額】(増加分)

           8,837
【施設訪問者数】(増加分)

          32,674
【休日流動人口数】(増加分)

                   62,416

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

令和２年度　地方創生拠点整備交付金の効果検証

交付金計画書にお
ける成果目標値

ショップ・カフェの整備、体験型観光（ワークショップ）及びテラス市等各種
イベントの実施により市内外から観光誘客の拡大に効果があった。

令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言の発令があ
り、醤油の郷大正ロマン館への訪問者数やショップ・カフェの売上額等に大き
な影響が出たものの、累計の目標値は達成できている。
今後も引き続きショップ・カフェの内容の改善、体験型観光及びイベント等を
充実させ、来館者の増加を図るとともに、国の重要伝統的建造物群保存地区と
なった当該地区の魅力を発信する。

「（仮称）大正ロマン館」を核とした地域観光・地域産業振興計画

22,500,000円

「たつの市醤油の郷　大正ロマン館」を、龍野地区を訪れて最初に立ち寄り、
見どころや店舗等の情報を入手する地域観光の拠点施設、地場産品のアンテナ
ショップとして機能させるとともに、ここでしか食べられないもの、ここでし
か体験できないことを提供する場所として活用すべく整備を行う。

・施設改修工事
・オープンテラス整備
・駐車場整備

地方版総合戦略の推進に向け地域再生計画に基づき実施する自主的・主体的で
先導的な事業に資する施設の新築、増築及び改築等に要する経費に対する交付
金

KPI増加分の累計
(実績)

令和2年度終了時
点実績値
（増加分）



【醤油、皮革、そうめん等のワークショップ】

【地元で生産された商品等を紹介するテラス市】

【地場産品を中心としたアンテナショップ】  【地場野菜を中心としたランチ】

【観光案内】



制度の概要

事業の名称

令和2年度寄附額

事業概要

令和2年度実施事業

当初値
（令和元年度）

目標値
（令和6年度）

実績値
（令和2年度）

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

令和２年度　企業版ふるさと納税を活用した事業の効果検証

地域再生計画にお
ける成果目標値

子育て家庭の負担軽減により、安心して子どもを産み育てること
ができる環境づくりに寄与した。

企業版ふるさと納税を活用し、子育て家庭への経済的支援や相談
支援などの事業を実施するなど、官民協働による子育て支援に取
り組む。

国が認定した事業に対して法人が寄附を行った場合、従来の損金
算入に加えて、法人住民税などの税額控除として寄附額の約９割
が軽減される。
○寄附要件
・下限となる寄附額は10万円
・市内に本社のある法人は対象外

子育て家庭の経済的負担の軽減や子育て家庭を支える環境整備を
図るともに、行政だけでなく、産官学金が連携し、まちをあげて
子育て支援に取り組むプロジェクト

はつらつベビーまごころ便事業
祝入学支援事業

たつの市まち未来創生推進計画
（子育て支援を中心とした地方創生プロジェクト）

20社　合計 510万円

1.53
（H27数値）

指標

合計特殊出生率

1.53
（H27数値）

1.57



【寄附企業を紹介する冊子】

【入所・入園の手引き】発行数：約1,800部

【まごころ便パンフレット】発行数：約600部

【小学校入学祝い品】

必要な学用品を

入学祝い品とし

て

贈呈



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４編 

まち未来創生戦略(案) 
 

 

 

  

第２次たつの市総合計画 

資料⑥ 



第２期たつの市まち未来創生戦略の概要 

１ 基本的な考え方 

これまで本市では、平成 26 年度に制定された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、人口の現状

と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を定めた「たつの市人口ビジョン」及びその実現のた

めの目標や施策の基本的方向、具体的方策をまとめた「たつの市まち未来創生戦略」（以下、「第１期

戦略」という。）を定め、本市の最上位計画である総合計画と整合を図りながら取組を進めてきました。 

しかしながら、若い世代の市外流出の抑制や出生率の向上、地域経済の活性化等は依然として大き

な課題であり、持続可能なまちづくりに向けて、より一層、まち・ひと・しごとの創生を推進してい

く必要があることから、本市のこれまでの取組について整理した上で、国が「まち・ひと・しごと創

生基本方針」において示した地方創生の視点も踏まえつつ、より効果的な戦略として推進するため

「第２期たつの市まち未来創生戦略」（以下、「第２期戦略」という。）を策定します。 

第２期戦略の推進に当たっては、まち・ひと・しごとの創生の充実・強化に向けて、これまでの本

市の第１期戦略の枠組みを維持しつつ、近年みられる地方回帰の動向への対応、人口減少地域におけ

る活力向上を目指した関係人口の確保など、新たな取組も含め、推進していくものとします。 

 

２ 地方創生に関する国の視点 

第２期戦略は、国が示す地方創生の視点を踏まえつつ、本市の地域資源を十分に生かしながら取組

を進めていきます。 

 

（１）国の総合戦略における政策５原則の概要 

自立性：地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるようにする。 

将来性：将来に向かって、構造的な問題に積極的に取り組む。 

地域性：各地域の実態に合った施策を自主的かつ主体的に取り組む。 

総合性：多様な主体との連携など、総合的な施策に取り組む。 

結果重視：政策効果を客観的な指標により検証し、必要な改善等を行う。 

 

（２）国の総合戦略における基本目標及び横断的な目標 

基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

基本目標２ 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる  

基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

横断的な目標１ 多様な人材の活躍を推進する 

横断的な目標２ 新しい時代の流れを力にする 

  



（３）「まち・ひと・しごと創生基本方針 2021」における視点 

令和３年６月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針 2021」では、以下の３つの視点

が取り上げられています。 

 

ヒューマン：地方へのひとの流れの創出や人材支援に着目した施策の推進 

デジタル ：地域の課題解決や魅力向上に資する地方における DX に向けた施策の推進 

グリーン ：地方が牽引する脱炭素社会の実現に向けた施策の推進 

 

３ 基本理念 

以上の国の地方創生に対する視点や、本市が直面する現状と課題を踏まえ、第２期戦略の基本理念

を第１期戦略より引き続き、以下の通りに設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たつの市に生まれ、育ち、住み続けている人はもちろん、Ｕターンにより帰ってきた人、新規移住

者も含めて、たつの市で暮らし、学び、働き、子どもを産み、育てることで、すべての市民が「ふる

さと」として愛着を持ち、未来に誇れるまちを築いていくことを目指します。 

 

 

  

「ふるさと たつの」に新たな息吹を吹き込み 

“光り輝く未来”を創る 

基 本 理 念 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼たつの市の人口の長期的見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼人口ピラミッド 
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「たつの市人口ビジョン」は、本市における人口動向などの分析を行いながら、今後の

目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示し、効果的な施策を企画立案する上での基礎

となるもので、本市のこれまでの人口動向や、将来シミュレーションの結果等を踏まえ、

2060 年（令和 42 年）の将来人口を 53,000 人としています。対象期間は、長期的な視野

に立った展望とするため、国の長期ビジョンの期間である2060 年（令和 42年）を目標と

しています。 

人口推移表について 

たつの市が挑戦する将来人口 

令和 42年（2060年） 53,000 人 

それぞれの推計人口（2060 年）を 

人口ピラミッドで示すと 

何もしなかった場合（2060 年） 総人口：49,645 人 

将来人口 53,000人実現に向けた視点 

視点１ 

合計特殊出生率 1.80 を目指します！ 

視点２ 

進学・就職による転出超過を縮小します！ 

視点３ 

子育て世代の転入を維持します！ 

右記の３つの視点により 

人口減少対策に 

取り組んだ場合 

人口減少対策を 

何もしなかった場合 

人口対策に積極的に取り組むことで、令和 42 年（2060 年）の

人口が約 3,500 人多くなることを見込みます。 

合計特殊出生率の向上、進学・就職世代を除く世代の移動率の均衡、東京、大阪からの転入促進を図

ることにより、特に子ども・若者人口の減少を抑制し、バランスの良い人口構造を目指します。 

 2015 

（実績） 
2025 2030 2035 2040 2060 

合計特殊 

出生率の目標 1.53 1.60 1.67 1.73 1.80 1.80 
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人口減少対策に取り組んだ場合（2060年） 総人口：53,327 人 
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基本目標１ 「雇用創生」～新経済戦略によりしごとを創出する～ 
 

目標の方向性 

若年層の市外への人口流出を抑制し、定住を促すとともに、一旦市外に出た人が再び本市に戻

ってくることができるよう、市外からの企業誘致、本社等の移転誘致の促進や、市内での創業や

起業等、次の世代のチャレンジを後押しすることにより、新たな雇用を創出し、人々が集う活気

あるまちづくりを進めます。 

第１次産業のブランド化や高付加価値化、販路拡大を支援し、生産性を高め、稼ぐ力の向上を

図り、安定した所得と雇用を創出します。 

更に、就業支援や女性が働きやすい環境づくりに向けた取組への支援等、だれもが働き続けら

れ、活躍できる社会の実現に向け取り組みます。 

 

 

基本目標の達成指標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

市内従業者数（市法人税申告値） 18,905人（令和 2年度） 23,200人（令和 8年度） 

 

関連する数値目標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

市内総生産額 3,158億円（令和元年度） 3,250億円（令和 8年度） 

新規市内立地企業数（累計） 5社（令和 2年度） 累計９社（令和 8年度） 

本社機能移転企業数（累計） 0社（令和 2年度） 累計 1社（令和 8年度） 

創業・起業件数（累計） 23件（令和 2年度） 累計 53件（令和 8年度） 

20歳～34歳の転入転出の差 ▲283人（令和 2年度） ▲200人（令和 8年度） 

 

主な取組 
 施 策 取 組 分 野 

１ 地域産業の基盤強化 
①地域ブランド力の強化  ②生産基盤整備 

③地産地消の推進  ④中小企業支援 

２ 企業誘致の推進 ①企業立地支援 

３ 
創業支援の充実と 

若者起業の支援 
①創業支援 

４ 
働きやすい環境づくりと 

人材育成 

①担い手の育成・確保  ②就職支援 

③働きやすい環境整備 

  



基本目標２ 「人口還流」～定住促進・観光戦略により「たつのファン」をつくる～  

 

目標の方向性 

重要伝統的建造物群保存地区や日本遺産の北前船関連文化財等、本市ならではの地域資源の活

用や、「子育てするなら たつの市」として充実した支援策を市内外にＰＲし、移住・定住を促

進するとともに、交流人口も含めて本市を訪れる人の流れを創出し、人口の流出抑制や流入促進

を図ります。 

子育て世代や若者に移住先として選ばれる魅力づくりや情報発信、移住体験の提供、空き家、

空き店舗の利活用、テレワークをはじめとした新しい働き方に対応できる環境づくり等に取り組

み、地方回帰の高まりを好機とした新しい人の流れを生み出します。 

また、シティプロモーションや体験型ツーリズム、イベントの実施などの観光振興や、観光資

源のブランド化、来訪者の受け入れ体制の充実による交流人口の増加を図るとともに、将来的な

移住者の増加にもつながることが期待される「関係人口」についても創出、拡大に取り組みます。 

 

 

基本目標の達成指標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

転入転出の差 ▲232人（令和 2年度） ▲200人（令和 8年度） 

 

関連する数値目標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

転入転出の差（ファミリー層：30代） 22人（令和 2年度） 30人（令和 8年度） 

転入転出の差（壮年層：50代） 9人（令和 2年度） 15人（令和 8年度） 

観光入込客総数 200.4万人（令和元年度） 218.7万人（令和 8年度） 

外国人観光客数 1,936人（令和元年度） 2,624人（令和 8年度） 

県外観光入込客数 70.1万人（令和元年度） 76.5万人（令和 8年度） 

 

主な取組 
 施 策 取 組 分 野 

１ 
移住・定住希望者に対する 

支援体制の充実 

①移住・定住者支援 ②シティプロモーション 

③空き家対策 

２ 着地型観光の振興と魅力の発信 
①観光プロモーション ②観光資源活用 

③イベントの充実 

３ 
観光資源のブランド化と 

環境整備 
①観光基盤整備 

  



基本目標３ 「若者未来」～若者応援戦略により希望を叶える～ 

 

目標の方向性 

結婚に向けた出会いのきっかけづくりを行うとともに、出産や子育てへの経済的支援や相談支

援等、地域全体で子育てを支える社会づくりにより、子どもを生み・育てやすい環境づくりを進

め、結婚・出産・子育ての希望を叶えることができるよう、切れ目のない支援を行います。 

また、小・中一貫教育の推進や地域との連携による学校支援体制の構築、英語教育やＩＣＴ教

育等、グローバル化や社会の変化に対応できる人材の育成を行います。 

 

 

基本目標の達成指標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

合計特殊出生率 1.53（平成 27年度） 1.60（令和 8年度） 

 

関連する数値目標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

婚姻届受理件数 217組（令和 2年度） 217組維持（令和 8年度） 

年間出生数 386人（令和 2年度） 386人維持（令和 8年度） 

多子世帯率（第２子以降の出生祝金支給
件数から算出） 

61.5％（令和 2年度） 60.0％（令和 8年度） 

課題解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んでいた児童生徒の割合 

78.8％（令和元年度） 85.0％（令和 8年度） 

小・中学校特別教室空調設置率 51.7%（令和 2年度） 100%（令和 8年度） 

 

主な取組 
 施 策 取 組 分 野 

１ 結婚・出産に対する支援の充実 ①出会い支援     ②妊娠・出産支援 

２ 子育て世帯に対する支援の充実 ①子育て支援     ②相談体制 

３ 
質の高い教育環境と 

特色ある教育の推進 
①幼児教育・保育 ②義務教育 

  



基本目標４ 「地域活力」～ ま ち 賑 わ い 戦 略 に よ り 活 力 あ る 地 域 を つ く る ～ 

 

目標の方向性 

少子・高齢、人口減少社会の中、多様化する地域の課題解決に向け、市民や事業者、行政など

の多様な主体が連携し、市民が住み慣れた地域の中で、健康でいきいきと安心して暮らせる持続

可能なまちづくりを進めます。 

地域の実情等を踏まえた持続可能でだれもが移動しやすい地域公共交通ネットワークを充実し、

公共交通サービスと交通結節点の整備による利便性の向上を図るとともに、兵庫県・近隣市町と

の連携による行政区域を越えたスケールメリットを生かした市民サービスの充実を図ります。 

更に、ＤＸの推進による地域課題の解決や地域の魅力の向上、また、持続可能な地域社会づく

りに向け、脱炭素化・ＳＤＧｓを目指した取組を促進します。 

 

 

基本目標の達成指標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

生産年齢人口割合 56.7％（令和 2年度） 56.3％（令和 8年度） 

 

関連する数値目標 

指 標 名 基 準 値 目 標 値 

姫新線年間乗車人数 260万人（令和 2年度） 300万人以上（令和 8年度） 

年間公共交通利用者（年間一日平均数） 6,027人（令和 2年度） 7,026人（令和 8年度） 

転出者数 2,054人（令和 2年度） 2,000人（令和 8年度） 

播磨科学公園都市圏域定住自立圏域人口 142,159人（令和 2年度） 130,000人（令和 8年度） 

市ホームページ訪問者数 1,680,380人（令和 2年度） 2,250,000人（令和 8年度） 

ふるさと応援寄附金寄附件数 14,369件（令和 2年度） 20,000件（令和 8年度） 

 

主な取組 
 施 策 取 組 分 野 

１ 公共交通の確保と利用促進 ①駅周辺整備 ②公共交通 

２ 住み続けたい住環境の整備 ①防災・防犯 ②福祉 

３ 
広域連携を活かした 

経済・生活圏の形成 
①広域連携 

４ 
賑わいあふれる未来に向けた 

「ふるさと たつの」づくり 
①地域活動 ②多文化共生 



 

 

 

 

 

 

 

たつの市人口ビジョン（案） 

《令和３年度改訂版》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たつの市 
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はじめに 

 

 

たつの市は、平成 17 年 10 月 1 日に龍野市・新宮町・揖保川町・御津町が合併し、誕生

しました。平成 27 年には、市制 10 周年を迎え、「住みたくなるまち 住み続けたいまち 

たつの」の実現に向け、地場産業の振興、道路整備等による交通アクセス向上など、生活

利便性の向上や産業の活性化に向けて取り組んできました。平成 29年３月には第２次とな

る総合計画を策定し、「挑戦の 10 年」という長期的な視点のもと、新たなステージに移行

していくためのまちづくりを進めてきましたが、令和３年度現在、この取組も折り返し地

点を迎えようとしています。 

 

このような状況の中、平成 26 年 11 月には、国において、「まち・ひと・しごと創生法」

が成立し、地方の人口減少に歯止めをかけ、東京一極集中を是正し、それぞれの地域が将

来にわたって活力を維持できることを目指し、地域特性を活かした住みよい環境づくり、

働きやすい環境づくりなど、「地方創生」の考え方が示されました。 

 

人口減少、少子・高齢化が進行する本市においても、地方創生に真正面から取り組むと

ともに、地域特性を活用しながら、たつの市らしい取組を展開し、好循環を生み出してい

く必要があります。 

 

本市では、平成 27 年度を「ふるさと創生元年」と位置づけ、本市の財産である「人」・

「文化」・「歴史」・「産業」・「自然」の地域資源を最大限に活かし、地域の課題に対し、市民

と行政、企業や団体等の各主体が協働しながら、まちづくりを進めていくことで、人口減

少に歯止めをかけていくこととし、本市のまちづくりの規模を示すため、平成 27 年 10 月

に「たつの市人口ビジョン」を策定しました。 

 

国においては、令和元年 12月に第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「まち・ひ

と・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」を閣議決定し、兵庫県においては令和２

年３月に第二期となる「兵庫県地域創生戦略（2020～2024）」が策定されました。また、新

型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ令和２年 12月に改訂された第２期「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」（2020改訂版）では、デジタルトランスフォーメーションの推進や脱

炭素社会の実現など、新たな視点が追加されています。 

 

本市においても、人口減少や少子高齢化に対応するため、令和３年度に改訂された「第

２次たつの市総合計画」と整合を図り、人口減少の抑制と活力あるまちづくりに向けた取

組を進めていく必要があることから、その目標となる将来のまちの規模を示すたつの市人

口ビジョンの改訂を行いました。  

はじめに 
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第１章 人口ビジョンの趣旨 

 

１ 人口ビジョンの位置づけ 

 

人口ビジョンは、本市における人口動態などの分析を行いながら、今後の目指すべき将

来のまちの規模と人口の将来展望を示すものです。 

また、同時に策定する「第２期たつの市まち未来創生戦略」（以下、「創生戦略」という。）

において、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案する上での基

礎となるものと位置づけ、整合性を保つこととします。 

 

２ 国が示す長期ビジョン 

 

人口減少問題への対策をしない場合、2060年の日本の総人口は 9,284万人まで減少する

と推計されています。国では各段階において達成すべき合計特殊出生率を設定し、2030年

に 1.80 程度、2040 年に 2.07 程度を達成することで、2060 年（令和 42 年）の総人口を 1

億人程度に維持することを目指し、長期的にも約 9,000 万人で概ね安定的に推移すると推

計しています。 

また、地方創生の目指すべき将来像として、『将来にわたって「活力ある地域社会」の実

現』と『「東京圏への一極集中」の是正』を共に目指すことを掲げています。 

 

３ 対象期間 

 

 人口ビジョンの期間は、長期的な視野に立った展望とするため、国の長期ビジョンの期

間である 2060 年（令和 42 年）を目標とし、将来人口推計に基づく、長期的な人口の展望

を示すこととします。 

 なお、国の方針転換や社会経済動向の変化など、人口動態に大きな影響を与える要因が

あった場合は、適宜見直しを行うものとします。 

  

第１章 人口ビジョンの趣旨 
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４ 本市が目指すべき将来人口 

 後述する本市のこれまでの人口動態や、将来シミュレーションを踏まえ、2060年の将来

人口は、5.3万人とします。 

たつの市が挑戦する将来人口 

2060年 将来人口  5.3万人 
（何もしない場合と比べて約 3,500人の減少抑制） 

 

５ 実現に向けた視点 

 

視点１ 合計特殊出生率 1.80を目指します！ 

結婚・出産・子育て支援、女性が活躍しやすい社会の実現などにより、現在、

約 1.53程度の本市の合計特殊出生率を段階的に上昇させ、2040年頃までに 1.80

に上昇させ、以後、維持していくことを目標とします。 

視点２ 進学・就職による転出を縮小します！ 

進学・就職する若年層の継続的な転出超過による人口減少を抑制するため、若

者にとって魅力的な雇用の創出や、暮らしやすさの向上を図り、転出抑制やＵＩ

Ｊターン促進により、転出超過の割合を 2022 年以降、徐々に縮小させることを

目標とします。 

視点３ 子育て世代などの転入を維持します！ 

本市の資源を最大限に活用した良好な住環境の創出や子育て支援策の充実、３

世代同居・近居を促進することにより、子育て世代を中心に、今後も転入超過を

維持していくことを目標とします。 
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第２章 たつの市の状況 

 

１ 『ひと』の状況 

～なぜ、たつの市の人口は減少しているのか？～ 
 

 本市の人口は、昭和 63年（1988年）をピークに平成 12年（2000年）以降、減少が本

格化しています。その要因として、人口移動の規模は縮小しながらも転出超過が続く社

会減とともに、年齢３区分別人口の推移をみると、少子・高齢化は着実に進行しており、

少子・多死社会の到来により自然減が加速しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の総人口が継続して減少する局面を迎えたのは、平成 20年（2008年）頃とされ

ているが、本市では国よりも早く、平成 12年（2000年）頃から人口減少が本格化して

いる。 

その要因として、大学進学や就職による若年層の転出超過と少子・多死社会の進行に

よる影響が考えられる。 

 

 

  

第２章 たつの市の状況 

■総人口の推移 

市町合併時：82,719 総人口のピーク：84,430 

総人口のピークから 33

年間で約 9,264 人、

11.0％の減少！ 
 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

75,166 
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■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口割合の推移           ■年齢３区分別人口割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口をみると 1990 年から 2015 年の 25 年間で年少人口（15 歳未満）は

約 6,200人、生産年齢人口（15-64歳）は約 10,400人減少している一方で、老年人口（65

歳以上）は約 10,800人増加している。 

また、2015年の人口割合で年少人口割合・老年人口割合は兵庫県・全国よりも高くな

っているが、生産年齢人口割合については低くなっている。 

 

 

  

資料：国勢調査 

※年齢不詳を除外した数値を掲載 

資料：国勢調査（平成 27年） 

※年齢不詳を除外した数値を掲載 

 

資料：国勢調査 

※年齢不詳を除外した数値を掲載 
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■転入・転出者数の推移（社会増減） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■出生・死亡数の推移（自然増減） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会動態は、転出超過が続いているが、転入数、転出数ともに減少傾向にあり、近年

はほぼ横ばいと、規模自体が縮小傾向となっている。その背景として、人口減少に伴っ

て移動する人口自体が減少していることが考えられる一方で、定住促進住宅取得奨励金

などの施策効果による子育て世帯の転入超過によって人口減少が緩和されていることも

考えられる。 

自然動態については、出生は減少傾向、死亡は増加傾向にあり、少子・多死社会とな

っており、自然減が継続的に拡大している。 

 

  

平成

11年
12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

令和

元年
2年

出生数 754 743 691 697 730 649 653 648 576 658 650 639 609 665 610 580 599 535 518 502 464 425

死亡数 780 760 777 766 766 770 829 784 889 912 816 851 907 843 886 928 900 889 928 904 869 939

300

400

500

600

700

800

900

1,000（人）

平成

11年
12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

令和

元年
2年

転入数 2,909 2,933 2,659 2,730 2,625 2,854 2,581 2,408 2,314 2,088 2,238 2,047 2,000 1,973 1,822 2,014 1,865 1,866 1,922 1,885 1,898 1,876

転出数 2,907 3,049 2,970 2,832 2,803 2,786 2,750 2,479 2,387 2,341 2,250 2,196 2,153 2,308 2,159 2,201 2,079 2,113 2,243 2,073 2,126 2,084

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

2,700

2,900

3,100

3,300（人）

資料：兵庫県 市区町自然動態社会動態 

社会動態の規模自体が

縮小傾向！ 

少子・多死社会により

自然減が拡大！ 

 

資料：兵庫県 市区町自然動態社会動態 
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■社会増減率と自然増減率の市町別比較（Ｈ28－Ｒ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年から令和２年にかけては、兵庫県内のすべての市町が自然減になった。ま

た、多くの市町で本市と同様に、「社会減＋自然減」となっている。一方、神戸市中央区、

兵庫区、尼崎市、明石市、播磨町など神戸市４区と６市１町では社会増となっており、

製造業や商業が集積している地域、または農業や観光等の産業拠点が存在するとみられ

る地域において人を惹きつける力が強いことがうかがえる。 

 

 

  

自
然
増
減
率 

社会増減率 

資料：兵庫県人口動態統計 

自然動態、社

会動態ともに

減少している 
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～地区別の人口の動向は？～ 
 市全体の人口は減少しているものの、地区別でみると、増加している地区もあり、住

宅分譲の進む、生活利便性や交通アクセスのよい地域で増加傾向がみられます。また、

２世代同居と３世代同居による子ども数の違いをみると、多くの地区において、３世代

同居の子ども数が多く、家庭における子育て支援を受けられる環境が、子どもを多く持

つことにつながっていることがうかがえます。高齢化の状況についても、地区によって

状況が異なっており、今後の人口構造の変化に対応したまちづくりが必要となります。 

 

■字別人口増減率（Ｈ12→Ｒ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■字別年齢３区分人口増減数 【上位 10地区】 
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資料：国勢調査 

20 年間で増加

率が高い地域 

資料：国勢調査（令和２年） 

人口増加数が多い

地域では生産年齢

人口が増加している 
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■字別年齢３区分人口増減数 【下位 10地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字別に人口をみると「南山」「中村」をはじめ、「土師」「堂本」など住宅分譲の進む、

生活利便性や交通アクセスの高いところで人口増加数が多くなっている。また、増加し

ている地区の多くで生産年齢人口の増加がみられる。 

一方、「松原」「本條」「本町」「上川原」などでは人口減少数が多くなっており、人口

が増加している地区とは逆に生産年齢人口の減少が顕著にみられる。 

 

 

 
 
  

資料：国勢調査（令和２年） 

人口減少数が多い

地域では生産年齢

人口が減少している 
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2.13

1.98

2.20

2.55

1.94
1.73

1.43
1.60

1.29

2.60

1.90
2.13

1.89

1.73

1.88 1.80
2.00

2.07

2.00

2.63

2.00

2.38

1.92
1.80

1.57

1.00 1.50
1.80

2.50

1.50

2.11

2.69

0.00

1.00

2.00

3.00

２世代同居 ３世代同居

（人）

■地区別世帯構成別１世帯あたりの子ども数（結婚しており、子どもがいる世帯からのみ算出）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

結婚しており、子どもがいる世帯について、２世代同居と３世代同居の子ども数を地

区別でみると、多くの地区において３世代同居の子ども数が多く、特に「誉田」「半田」

「御津・室津」ではその差が大きくなっている。 

家族からの子育て支援を受けられる環境があることで、安心して子どもを持てること

につながっていることがうかがえる。 

 

■地区別 0-5歳人口と保育所・認定こども園定員数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

住宅分譲が進んでいる地区や人口減少が進行する地区など、地域の状況によって子ど

も人口に差が生じている。幼稚園・保育所再編計画に基づき、幼稚園・保育所の再編と

幼保連携型認定こども園の整備を進めており、できる限り住み慣れた地域で安心して子

育てできるよう、引き続き地域の状況に応じた保育環境を整備していくことが求められ

る。  

資料：たつの市幼児教育課（令和３年４月１日現在） 

住民基本台帳（令和３年３月末現在） 

３世代同居の子ども

数が多い 

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 
調査より 
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1,004
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131 159
182

46 48 46

171
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58
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370
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395

85 90

270

70

265

45 60 50 80 90 115 145

0

27043.6 39.3

70.8

44.3

206.1

44.0

145.6

97.8

125.0
108.7

46.8

91.8

198.3

43.7

0.0

73.0

0

50

100

150

200

250

0

200

400

600

800

1,000

1,200

0-5歳人口 定員数 定員数／人口

（0-5歳人口、定員数：人） （定員数／人口：％）
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■自治会別高齢化率（R2）上位・下位（10地区） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会別に高齢化率をみると、「龍子」（55.8％）、「佐江」（54.5％）、「川原町」（53.6％）、

「水神町」（53.5％）など、上位 10地区中９地区で高齢者が半数以上を占めている。 

一方、早期分譲住宅地である「神戸山」（50.3％）や「グリーンハイツ」（49.8％）等

においては、将来的には明石舞子団地の例のようにニュータウンの再生が必要となって

くる。 

 

 

  

高
齢
化
率
上
位
10
地
区 

高
齢
化
率
下
位
10
地
区 

資料：住民基本台帳（令和２年９月末現在） 

55.8

54.5

53.6

53.5

52.1

51.6

50.4

50.3

50.0

49.8

16.6

16.2

15.7

14.5

14.1

12.8

12.3

12.1

9.2

7.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

龍子

佐江

川原町

水神町

上霞城

門の外・柳原

新在家南

神戸山

室津４区

グリーンハイツ

神戸北山

堂本

日山山下

サンライフ龍野

宮川町

南山

中村

ハイタウン

末政

芦原台

（％）
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～転出超過の要因は？～ 
本市では、進学や就職を機とした若年層の転出が続いている一方、縮小傾向ではある

ものの、夫婦と子どもで構成されるファミリー層の転入が進んでいる状況です。 

世代別域内居住率を経年比較すると、男性では 20-24 歳時の転出が改善傾向となって

おり、通学圏内の大学生等の増加や、個人の価値観において、都市生活志向の減少、地

元志向の増加が推測されます。また、転出先、転入元ともに姫路市との結びつきが強く、

転出超過数が最も多いことから、転出抑制・転入促進のメインターゲットであると考え

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別の純移動数をみると、いずれの時期においても進学・就職世代である「10-19歳

→15-24 歳」では転出超過となっている。また、「2000 年→2005 年」の間の移動から、

ファミリー層などの転入超過数が縮小傾向となっている。 

  

-557 

-1,252 

-39 
-581 

-1,444 

-357 

-1,922 

-2,500

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

1980年→1985年 1985年→1990年 1990年→1995年 1995年→2000年 2000年→2005年 2005年→2010年 2010年→2015年

純移動数（人）

0-9歳→5-14歳 10-19歳→15-24歳 20-29歳→25-34歳

30-39歳→35-44歳 40-49歳→45-54歳 50-59歳→55-54歳

60-69歳→65-74歳 70歳以上→75歳以上 合計（純移動数）

■年齢別純移動数の推移 

資料：地域経済分析システム 

進学・就職世代は常に転

出超過となっている 

2000 年以降、ファミリー

層の転入が縮小している 
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481

130

99

86

83

57

45

38

30

27

0 100 200 300 400 500 600

姫路市

太子町

神戸市

相生市

宍粟市

大阪市

佐用町

高砂市

赤穂市

上郡町

（人）

556

150

131

91

54

53

53

39

31

25

0 100 200 300 400 500 600

姫路市

神戸市

太子町

大阪市

相生市

宍粟市

明石市

加古川市

赤穂市

尼崎市

（人）

１位 32人 １位 75人

２位 30人 ２位 51人

３位 27人 ３位 34人

４位 20人 ４位 27人

５位 8人 ５位 13人

６位 7人 ６位 9人

７位 6人 ７位 9人

８位 5人

９位 4人

10位 2人

岡山市

西宮市

伊丹市

転入超過数 転出超過数

広島市

姫路市

神戸市

大阪市

明石市

加古川市

尼崎市

京都市

相生市

宍粟市

佐用町

高砂市

名古屋市

上郡町

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2019年のたつの市への転入超過・転出超過数上位市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■2019年のたつの市への転入者数上位市町村 

転入・転出ともに

姫路市との間の

移動が多い 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

資料：住民基本台帳人口移動報告、地域経済分析システム 

■2019年のたつの市への転出者数上位市町村 
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60.0

65.0
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85.0
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95.0

100.0

105.0

10-14歳15-19歳20-24歳25-29歳30-34歳35-39歳40-44歳45-49歳

居住率（%）
10-14歳時点を100とした世代別域内居住率（男性）

1966-1970年生まれ（1980年10-14

歳人口）

1971-1975年生まれ（1985年10-14

歳人口）

1976-1980年生まれ（1990年10-14

歳人口）

1981-1985年生まれ（1995年10-14

歳人口）

1986-1990年生まれ（2000年10-14

歳人口）

1991-1995年生まれ（2005年10-14

歳人口）

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

10-14歳15-19歳20-24歳25-29歳30-34歳35-39歳40-44歳45-49歳

居住率（%）
10-14歳時点を100とした世代別域内居住率（女性）

1966-1970年生まれ（1980年10-14

歳人口）

1971-1975年生まれ（1985年10-14

歳人口）

1976-1980年生まれ（1990年10-14

歳人口）

1981-1985年生まれ（1995年10-14

歳人口）

1986-1990年生まれ（2000年10-14

歳人口）

1991-1995年生まれ（2005年10-14

歳人口）

■世代別域内居住率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＵＩＪターンによる回復 

若年層の転出割

合は低下している 

女性の若年層の

転出割合はやや増

加傾向にある 

資料：国勢調査 



15 

 

～ＵＩＪターンを増やすためには？～ 
たつの市外で居住していると仮定して、どのような条件があればたつの市に住みたい

かという設問では、たつの市を住みやすいと感じているか、たつの市に住み続けたいか

に関わらず「買い物など日常生活の利便性の充実」の割合が最も高くなっています。ま

た、住みにくいと感じている場合、「医療環境の充実」や「交通基盤の充実」の割合も高

くなっているため、引き続き生活の利便性を高め、受け入れ体制を整えていくことが重

要となります。 

 

■市外の方がたつの市に住みたいと思う条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

394 380 265 200 189 187 178

41.0 39.5 27.5 20.8 19.6 19.4 18.5

295 290 175 146 139 152 141

40.6 39.9 24.1 20.1 19.1 20.9 19.4

51 45 51 33 26 22 22

41.1 36.3 41.1 26.6 21.0 17.7 17.7

38 35 33 17 19 9 10

45.2 41.7 39.3 20.2 22.6 10.7 11.9

285 287 173 136 141 141 137

40.1 40.4 24.4 19.2 19.9 19.9 19.3

72 65 64 41 32 32 30

44.7 40.4 39.8 25.5 19.9 19.9 18.6

21 10 17 14 4 5 3

52.5 25.0 42.5 35.0 10.0 12.5 7.5

医療環境
交通基盤の充
実

大型商業施設・
飲食店などの充
実

福祉サービスの
充実

定年退職後の
暮らしの充実

子育て支援の
充実

上段：件
下段：％

買い物など日常
生活の利便性

居
住
意
向
別

住み続けたい
（N=710）

どちらともいえない
（N=161）

転出（転居）を想定し
ている（N=40）

全体（N=962）

住
み
や
す
さ
別

住みやすいと思う
（N=726）

どちらともいえない
（N=124）

住みにくいと思う
（N=84）

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 
調査より 
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～少子化の要因は？～ 
国の合計特殊出生率は、戦後のベビーブーム期には 4.00 以上だったものが、昭和 50

年（1975年）以降は 2.00を下回り、平成 17年（2005年）以降、回復傾向にあるものの、

人口維持に必要となる 2.07には達していません。 

本市でも同様の傾向で推移しており、30代の出生率が高くなっていることから、大学

進学や就職などによる晩婚化から初産年齢が上昇し、最終的な子ども数が減少している

ことが推測されます。また、合計特殊出生率と３世代同居率を県内市町別にみると、必

ずしも強い相関性はみられませんが、本市においても３世代同居の場合に子どもの数が

多い傾向がみられることから、家族構成についても影響していることがうかがえます。 

さらに、合計特殊出生率と女性の就業率の相関関係を県内市町別にみると、就業率が

高いほど合計特殊出生率も高い傾向がみられ、出生率の上昇に向けて安定した就労環境

を確保することが有効であると考えられます。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

合計特殊出生率の推移をみると、本市では平成 15～19年から回復基調に転じている。

県や国よりも高い水準で推移しており、平成 20～24 年以降は団塊ジュニア世代が子育

て期を迎えたことから、回復に転じている。 

しかし、全国の合計特殊出生率については、令和２年時点で 1.34（概数）となってい

ることから、本市でも同様に低下していることが推測される。 

 

  

昭和58年～

昭和62年

昭和63年～

平成４年

平成５年～

平成９年

平成10年～

平成14年

平成15年～

平成19年

平成20年～

平成24年

平成25年～

平成29年

たつの市 1.87 1.63 1.54 1.43 1.30 1.43 1.47

兵庫県 1.73 1.51 1.44 1.36 1.30 1.40 1.47

全 国 1.73 1.53 1.44 1.36 1.31 1.38 1.43

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

2.00

団塊ジュニア世代が

子育て期を迎えたこ

とによる回復 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計 



17 

 

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

たつの市 46.5 97.2 92.8 38.9

兵庫県 34.1 88.8 99.3 45.0

全国 36.0 87.0 95.1 45.2

46.5 

97.2 

92.8 

38.9 

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

たつの市 34.6 95.4 97.7 52.7

兵庫県 28.6 88.1 106.0 56.0

全国 29.5 84.6 101.4 55.6

34.6 

95.4 

97.7 

52.7 

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

 
■出生率（女性千人当たりの出生数）の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別の出生率（女性千人当たりの出生数）をみると、本市では国、県と比べて、20

代で多くなっており、比較的、早期に子どもを持つ人が多い傾向がうかがえる。なお、

全国的な傾向として、30代の出生率が上昇傾向となっており、晩婚化による影響がみら

れるなかで、本市においても同様に、30歳代の出生率上昇が進行している。 

 

 

  

 

＜平成 20年～24年＞ ＜平成 25年～29年＞ 

30代の出生率

は上昇傾向 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計 
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■合計特殊出生率と３世代同居率の市町別比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※相関係数：２つのデータ群に関連性がある時、相関があるといい、相関係数が１に近いほど相関の度合いが強

い。相関係数 0.4～0.7は、中間の相関となる。 

 

県内市町の合計特殊出生率と３世代同居率の相関係数は 0.37 となっており、強い相

関関係はみられない。３世代世帯同居率の高い自治体の中には高齢化率の高い自治体も

あり、介護と子育ての板ばさみによる負担増から出生率の低下につながっている可能性

がある。 

 

 

 

  

３
世
代
同
居
率 

合計特殊出生率 

（相関係数※：0.37） 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計/国勢調査（平成 27年） 
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■合計特殊出生率と女性の就業率（20～39歳）の市町別比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

県内市町の合計特殊出生率と20～39歳女性の就業率の相関係数は0.43となっており、

相関関係がみられることから、共働きなど女性が働くことが子どもの数の増加に一定の

影響を与えるものと考えられる。 

 

 

 

 

  

女
性
の
就
業
率
（
20
～
39
歳
） 

合計特殊出生率 

（相関係数： 0.43） 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計/国勢調査（平成 27年） 
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～晩婚化・未婚化の要因は？～ 
女性の平均初婚年齢は 29.6 歳、平均初産年齢は 30.7 歳となっています。（全国 2019

年時点）本市でも未婚率が上昇しており、30 代では、令和２年時点で女性が２～３割、

男性が４割程度となっています。 

晩婚化・未婚化の要因には様々な背景があることが考えられますが、全国的な傾向と

して、結婚後の経済的な負担について不安を感じる方が多くいることがうかがえます。

本市でも、若者の結婚や子育て支援に対するニーズが高くなっていることから、働きな

がら結婚・出産・子育てしやすい環境づくりが重要であると考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

R2 94.2% 75.1% 47.7% 38.5% 29.3% 27.5%

H27 94.1% 68.0% 48.1% 33.9% 28.6% 25.4%

H22 91.1% 70.5% 45.7% 33.8% 27.7% 20.8%

H12 91.2% 67.2% 40.2% 22.0% 14.8% 12.0%

94.2%

75.1%

47.7%

38.5% 29.3%

27.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

R2 92.8% 61.5% 32.6% 23.4% 18.9% 16.0%

H27 89.7% 58.8% 35.1% 23.2% 17.0% 14.8%

H22 86.4% 58.9% 33.9% 19.8% 15.4% 8.2%

H12 87.2% 52.9% 24.7% 9.1% 5.9% 3.8%

92.8%

61.5%

32.6%

23.4%
18.9%

16.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

■男性の未婚率の推移 

女性の 30代の 

未婚率は２～３割 

男性の 30代の 

未婚率は４割程度 

■女性の未婚率の国・県との比較 ■男性の未婚率の国・県との比較 

■女性の未婚率の推移 

資料：国勢調査（令和２年） 

20～24

歳

25～29

歳

30～34

歳

35～39

歳

たつの市 92.8% 61.5% 32.6% 23.4%

兵庫県 89.6% 59.9% 33.6% 23.1%

全国 87.1% 58.2% 33.6% 22.8%

92.8%

61.5%

32.6%

23.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

20～24

歳

25～29

歳

30～34

歳

35～39

歳

たつの市 94.2% 75.1% 47.7% 38.5%

兵庫県 91.0% 66.7% 42.3% 31.0%

全国 88.5% 65.4% 43.7% 32.4%

94.2%

75.1%

47.7%

38.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

資料：国勢調査 
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■独身の理由（内閣府調査）  ■未婚・独身でいる理由（男女別）（兵庫県調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■人口減少に対応していくために求める取組（25～34歳の未婚者のみ算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

結婚したいと考える若者が多くみられる一方、経済的な不安を背景として結婚に踏み

切れない方が一定数いることがうかがえる。若者は結婚や子育てに関する支援を強く求

めているため、将来の不安解消に向けた取り組みが重要となる。  

58.1

50.0

67.7

35.5

16.1

9.7

54.0

41.2

58.2

42.0

21.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

産業振興により、経済を活性化させ、

安心して働ける環境をつくる

移住や定住、企業移転を推進し、

地域の魅力を育み、ひとが集う地域をつくる

子育て支援の充実などにより、結婚・

出産・子育てしやすい環境をつくる

農林水産品、観光資源、文化などの地域資源を活かして、

地域の魅力を高める取組や医療・福祉サービスや

地域防災の確保など、安心して暮らすことができる地域づくり

多様化、複雑化する地域の課題の解決に向け、一人ひとりが

地域の担い手として積極的にまちづくりに参加し、

すべての人が活躍できる地域をつくる

その他

未婚者（N＝62）

全体（N=962）

未婚者の結婚・

子育て支援に対

する期待は大きい 

50.5

38.6

29.8

27.9

27.3

19.0

15.9

15.6

8.1

7.6

4.5

4.0

3.3

2.9

2.1

0% 20% 40% 60%

適当な相手にまだ

巡り会わないから

独身の自由さや気楽さを

失いたくないから

経済的に余裕がないから

結婚する必要性を感じないから

今は、趣味や娯楽を

楽しみたいから

今は、仕事（又は学業）に

打ち込みたいから

異性とうまく付き合えないから

結婚するにはまだ若すぎるから

一生、結婚するつもりはないから

その他

親や周囲が結婚に

同意しない（だろう）から

結婚生活のための住居の

めどがたたないから

特にない

同棲のままで十分だから

不明・無回答

（N=578）

34.7

30.4

25.4

22.7

20.0

16.7

14.1

10.7

4.9

4.7

2.6

2.1

0.0

42.2

19.0

28.6

27.2

18.7

16.5

11.0

9.7

8.7

4.4

4.9

2.9

0.0

0% 20% 40% 60%

いい相手が見つからない

結婚資金や、結婚後に

経済的な不安がある

まだ結婚するには若いと思う

未婚または独身の方が気楽

異性とうまくつきあえない

結婚に興味がない

趣味に集中したい

仕事に専念したい

その他

親の介護など、

家庭の事情がある

同棲でよいと思っている

親や周囲が同意しない

不明・無回答

男性

女性

資料：内閣府 令和２年度少子化社会に関する国際意識調査報告書（令和２年度実施） 

兵庫県 少子対策・子育て支援に関する県民意識調査結果概要（平成 30年度実施） 

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 

調査より 
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～結婚・出産・子育ての希望を叶える取組は？～ 
結婚・出産・子育ての希望を叶えるための取組について、全体としては「子育て世代に

対する経済的支援の充実」が高くなっており、子どもの数が増えるにつれて割合も高く

なっています。また、子どもの人数が少なくなるにつれて「いざというときに子どもを

預けられる保育サービスの充実」が高くなっていますが、後述するアンケート結果（世

帯構成によって子どもの数は違うのか）における世帯人数と子どもの人数の関係性より、

子育てを支援してくれる家族や親族がいないために高くなっているものと考えられます。 

安心して子どもを産み、安心して育てられるよう、経済的負担の軽減だけでなく、日

常的または緊急時にも子どもを預けやすい環境整備が求められます。 

 

■子どもの有無別結婚・出産・子育ての希望を叶えるための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

417 397 336 324 262

43.3 41.3 34.9 33.7 27.2

89 105 79 76 52

40.6 47.9 36.1 34.7 23.7

92 75 63 76 38

47.2 38.5 32.3 39.0 19.5

83 38 42 51 37

66.4 30.4 33.6 40.8 29.6

全体（N=962）

子
ど
も
人
数
別

１人（N=219）

２人（N=195）

３人以上（N=125）

上段：件
下段：％

子育て世代に対
する経済的支援
の充実

いざという時に子
どもを預けられる
保育サービスの
充実

保育所・こども園
環境の充実

子どもの遊び場
の整備

ひとり親家庭な
ど、子育ての負担
が大きい家庭へ
の支援

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 
調査より 
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特化係数就業者数（人）

就業者数（男） 就業者数（女） 特化係数（男） 特化係数（女）

  
２ 『しごと』の状況 

～たつの市の『しごと』の強みは何か？～ 
たつの市は、2015年時点の昼夜間人口比率が 96.2％と県平均よりも高く、周辺市町の

雇用の場ともなっており、産業分類別の就業者数では、製造業が多くを占め、特化係数※

でみると、「製造業」「漁業」「複合サービス事業」が高くなっています。製造業では、「化

学工業」「プラスチック製品製造業」「食料品製造業」が製造品出荷額の上位を占めてお

り、そうめんや醤油などの特産品がこれを牽引しています。 

雇用力（従業者割合）と稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）では、「食料品製造業」

「なめし革・同製品・毛皮製造業」「化学工業」が、いずれも高く、これらの集積やブラ

ンド化を図ることで、経済効果と人口増効果を生み出すことにつながります。 
 

■産業分類別就業者数及び特化係数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※特化係数：「本市の就業者比率/全国の就業者比率」で算出し、1.0以上であれば、その産業が占める割合が国の

平均よりも高い（特化している）こととなる 
 

就業者数、特化係数ともに「製造業」が高くなっており、本市の産業の強みと言える。

また、「漁業」や「複合サービス事業」（農協や漁協等）の特化係数が高く、特徴的な点

であることがうかがえる。 

  

農林水産業協同

組合や郵便業 就業者数、特

化係数ともに

製造業が高い 

資料：国勢調査（平成 27年） 
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食料品製造業

医療業
社会保険・社会福祉・介

護事業

飲食料品小売業 化学工業

その他の小売業

道路貨物運送業

飲食店
プラスチック製品製造業

なめし革・同製品・毛皮

製造業

総合工事業 電子部品・デバイス・電

子回路製造業 

パルプ・紙・紙加工品製

造業

            

学校教育

 

農業

                 

漁業（水産養殖業を除く）

  0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

-4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

雇用力（従業者割合）

稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）

■製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業・雇用チャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用力と稼ぐ力をみると、「食料品製造業」「化学工業」「なめし革・同製品・毛皮製造

業」などでいずれも高くなっており、他市町に比べて優位性のある産業の振興を図るこ

とで雇用を確保し、人口の増加につながっていくことが期待される。 

  

資料：地域の産業・雇用創造チャート（平成 28年） 

資料：地域経済分析システム 

全従業者数 31,917人 

90,106 

67,486 
63,218 

34,329 
27,579 

17,752 16,786 15,618 
10,831 8,551 7,646 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
（百万円）

R元 H25
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H26 H27 H28 H29 H30

たつの市 0.4% 6.9% 8.1% 1.8% 1.7%

兵庫県 6.1% 3.7% -2.2% 3.7% 5.4%

全国 4.5% 2.6% -3.5% 5.6% 4.0%

-6.0%
-4.0%
-2.0%
0.0%
2.0%
4.0%
6.0%
8.0%
10.0%

 

～これから、たつの市の『しごと』はどうなるか？～ 
製造品出荷額の推移の増減率をみると、平成 27 年、平成 28 年において全国や兵庫県

の動きとは逆に大きく増加しました。しかし、平成 29 年、平成 30 年は鈍化傾向にあり

ます。産業中分類ごとの増減額では「化学工業」「プラスチック製品製造業」「生産用機

械器具製造業」「電子部品・デバイス・電子回路製造業」などで増加しており、「電気機械

器具製造業」「なめし革・同製品・毛皮製造業」などで減少しています。雇用力の高い「食

料品製造業」の変動は小さく、安定的に雇用や稼ぎを生み出していると言えます。今後

も「食料品製造業」を中心としながら「プラスチック製品製造業」等、成長力のある産業

の集積などにより、雇用と稼ぎを確保していくことが必要です。 

 

■製造品出荷額の増減率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■製造品出荷額の分類別増減額（Ｈ26-Ｈ30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造品出荷額の増減率をみると、平成 29年、平成 30年については全国や県に比べて

低い伸び率で推移している。 

  

資料：地域経済分析システム、工業統計調査（平成 30年） 

たつの市では

鈍化傾向 

分類 増減額（百万円）

化学工業 17,483

プラスチック製品製造業 11,563

生産用機械器具製造業 6,440

電子部品・デバイス・電子回路製造業 4,332

パルプ・紙・紙加工品製造業 3,564

電気機械器具製造業 -2,164

なめし革・同製品・毛皮製造業 -1,960

鉄鋼業 -1,501

窯業・土石製品製造業 -134

印刷・同関連業 -116

増
加
上
位

減
少
上
位
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姫路市 たつの市 相生市 宍粟市 赤穂市 太子町 上郡町 佐用町

H12 101.2 91.2 96.3 95.9 95.6 86.1 93.7 97.6

H22 100.1 95.6 98.7 94.3 96.0 83.2 95.7 98.6

H27 100.5 96.2 99.0 93.7 96.0 82.3 96.2 100.2

80

90

100

110（%）

H12

H22

H27

 流入数 

姫路市 6,368 人 

太子町 2,506 人 

相生市 1,535 人 

宍粟市 1,431 人 

佐用町 822 人 

赤穂市 696 人 

上郡町 592 人 

加古川市 298 人 

神戸市 189 人 

高砂市 160 人 

県外 233 人 

 

 流出数 

姫路市 9,359 人 

相生市 1,593 人 

太子町 1,510 人 

神戸市 969 人 

上郡町 786 人 

宍粟市 659 人 

佐用町 622 人 

赤穂市 555 人 

加古川市 357 人 

高砂市 223 人 

県外 844 人 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

※流入・流出には通学を含む 

資料：国勢調査 

～どこで働いているか、どこから働きにきているか？～ 
昼間人口比率はたつの市では 100％を下回っており、流出超過（市外に通勤・通学する

人の方が多い）となっています。平成 22 年と平成 27 年を比較すると、比率が上昇して

おり、たつの市で働く人が増えていることがうかがえます。近隣との比較では、宍粟市、

太子町では比率が低下しており、本市が周辺の雇用の受け皿となっていることも考えら

れます。また、本市の自市町での従業・就学割合は、県内では中位にあります。 

流入元（どこから通勤・通学しているか）、流出先（どこに通勤・通学しているか）で

は、姫路市、太子町、相生市との間の移動が大きくなっており、特に流入元の在住者は

市内の職場近くに移住させるターゲットになるととらえることができます。 

 

■周辺市町との昼間人口比率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■通勤・通学に関する流入元、流出先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

たつの市 
 

人口：      77,419 人 

流入人口：    15,387 人 

流出人口：    18,297 人 

昼夜間人口比率：   96.2％ 

たつの市で働く人

が増えている。 
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資料：国勢調査（平成 27年） 

順位 市町 従業・就学者数
自市町

従業・就学者数
自市町比率

1 新温泉町 7,316 6,429 87.9%

2 豊岡市 45,738 39,566 86.5%

3 香美町 8,512 7,289 85.6%

4 南あわじ市 25,670 21,822 85.0%

5 丹波市 33,146 28,088 84.7%

6 宍粟市 17,992 15,217 84.6%

7 淡路市 22,117 17,353 78.5%

8 篠山市 20,694 15,882 76.7%

9 朝来市 15,809 11,934 75.5%

10 赤穂市 21,971 16,567 75.4%

23 たつの市 36,885 20,965 56.8%

37 高砂市 45,600 20,963 46.0%

38 芦屋市 28,351 10,641 37.5%

39 播磨町 12,042 4,470 37.1%

40 稲美町 15,633 5,770 36.9%

41 福崎町 13,044 4,771 36.6%

■自市町での従業・就学割合県内上位・下位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市は昼間人口比率が比較的高いものの、自市町での従業・就学割合（市内での従業・

就業者のうち住民の割合）では６割未満となっており、市外からの就業・就学者の受け

皿となっていることがうかがえる。「姫路市」「太子町」「相生市」「宍粟市」などからの

流入が多くなっている。 

 

 

  



28 

 

4,456 3,132 2,745 2,037 1,910 1,411 1,473 1,007 1,023 

17,965 17,978 18,447 18,958 18,625 16,957 15,259 13,603 12,844 

14,230 15,752 16,614 17,843 19,777 
20,460 20,831 

20,775 20,653 

36,717 36,894 37,872 38,878 40,327 38,924 37,710 
35,836 35,505 

51,968 
53,845 

55,601 55,601 55,876 54,971 
52,606 

49,966 

45,127 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

昭和50年 55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

（人）

第1次産業就業者数 第2次産業就業者数 第3次産業就業者数 生産年齢人口

12.1 8.5 7.2 5.2 4.7 3.6 3.9 2.8 2.9 

48.9 
48.7 48.7 48.8 46.2 43.6 40.5 38.0 36.2 

38.8 42.7 43.9 45.9 49.0 52.6 55.2 58.0 58.2 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昭和50年 55年 60年 平成２年 ７年 12年 17年 22年 27年

第1次産業就業者数 第2次産業就業者数 第3次産業就業者数

 

～たつの市の働き方は？～ 
産業分類別就業者の割合をみると、第１次、第２次産業が減少し、第３次産業は近年

横ばい傾向となっています。また、就業者数と生産年齢人口は、ほぼ同様の傾向で推移

しており、人口と就業状況の関連がうかがえます。 

第２次産業割合は低下傾向となっていますが、平成 27 年で３割台半ばを保っており、

県平均の 26％と比べると高い割合を占めています。 

農業・林業・漁業においては高齢化が顕著となっており、後継者対策が必要となりま

す。また、医療・福祉、製造業等、若年層の割合が高い産業については、雇用の確保によ

り、定住促進につなげていくことが可能であると考えられます。 

 

■産業分類別就業者数と生産年齢人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業分類別就業人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

第２次産業

の割合が、

兵庫県平均

（26％）より

も高い 
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5.8 

9.8 

29.5 

10.9 

23.5 

7.9 

15.3 

12.3 

27.1 

18.4 

18.5 

15.8 

9.0 

16.6 

18.9 

18.8 

20.4 

20.3 

19.6 

20.6 

19.3 

24.6 

26.1 

22.3 

8.5 

19.5 

14.7 

25.2 

13.6 

29.0 

20.4 

24.6 

15.8 

19.3 

20.9 

25.7 

12.0 

17.5 

18.9 

32.4 

24.3 

25.6 

19.0 

19.0 

15.1 

14.2 

13.4 

19.8 

29.3 

28.7 

17.9 

12.8 

15.9 

17.2 

18.9 

19.7 

16.8 

23.5 

21.0 

13.2 

35.4 

7.9 

0.0 

0.0 

2.2 

0.0 

6.8 

3.8 

5.9 

0.0 

0.0 

3.1 

2.5 

11.9 

0.0 

14.7 

20.5 

12.9 

17.1 

10.7 

21.0 

16.9 

18.7 

11.2 

7.8 

16.6 

12.1 

21.0 

22.4 

23.8 

17.0 

24.3 

18.2 

19.7 

20.9 

16.7 

10.6 

21.7 

27.3 

31.8 

22.2 

35.0 

24.1 

26.8 

22.7 

21.8 

26.6 

29.4 

14.2 

17.9 

33.3 

26.6 

23.1 

20.8 

22.4 

18.6 

16.1 

18.4 

21.7 

23.5 

32.3 

23.3 

27.3 

5.9 

9.7 

7.6 

15.0 

14.8 

16.3 

16.7 

10.3 

15.1 

32.6 

8.6 

0.0 

0.0 

2.1 

0.0 

4.4 

4.8 

5.8 

6.5 

1.8 

4.1 

農業，林業

サービス業

漁業

公務

教育，学習支援業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

建設業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

医療，福祉

製造業

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

■男女別年齢別就業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

産業別に就業者の年齢構成をみると、男性も女性も「医療・福祉」で若年層の割合が

高くなっている。一方、「農業・林業」では、高齢者の割合が高くなっている。 

 

 

  

【男 性】 【女 性】 

男性も女性も「医療、福祉」で若年層の割合が

高い 

「農業・林業」は高齢化が顕著となっている 
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20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳

H27 65.7 81.4 72.3 72.4 77.4 76.9 74.9 66.2

H22 65.9 75.1 66.7 68.8 70.7 74.0 69.5 59.1

H12 70.3 67.0 53.5 59.8 68.1 70.4 64.3 54.0

65.7 

81.4 

72.3 72.4 

77.4 76.9 
74.9 

66.2 

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0（％）

H27

H22

H12

神戸市東灘区

灘区

兵庫区

長田区

須磨区

垂水区

北区

中央区

西区

姫路市

尼崎市

明石市

西宮市

洲本市

芦屋市

伊丹市
相生市

豊岡市

加古川市 赤穂市

西脇市

宝塚市

三木市

高砂市

川西市

小野市

三田市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

猪名川町

多可町

稲美町
播磨町

市川町

福崎町

神河町

太子町

上郡町

佐用町

香美町

新温泉町

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0

～女性の働き方の変化は？～ 
女性の労働力率の推移をみると、25-59 歳まで、いずれも平成 12 年から平成 27 年に

かけて上昇している一方、20-24歳では低下しており、４年制大学進学率の向上によるも

のと考えられます。 

30-34歳女性の労働力率と未婚率について、県内市町で比較すると、有意な相関関係は

みられず、働く女性が増えることと、未婚率の上昇の関連は薄いと考えられるとともに、

女性が仕事をしている方が子ども数が多い傾向もみられることから結婚しても働き続け

てもらうことで経済的にゆとりができ、多くの子どもを持つことができる可能性がうか

がえます。 
 

■女性の労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■30-34歳女性の労働力率と未婚率の散布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（相関係数：-0.14） 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査（平成 27年） 

未婚率 

労
働
力
率 
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■子どものいる母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どものいる母親（パート・アルバイト等）のフルタイム転換希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どものいる母親の育休を取得しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フルタイムでの就労に携わる母親もいる一方で、多くの母親は時間に融通が効く働き

方を求める傾向が高まっている。子育てを優先させるために退職を選択する方の割合は

低くなっているが、引き続き働きながら子育てができる環境をより一層充実させ、ゆと

りのある子育てを実現できる環境を整えていくことが重要となる。  

資料：たつの市 子育て支援に関するアンケート調査（H25年度、H30年度実施） 

※H25年度調査は就学前児童がいる保護者、H30年度調査は小学３年生までの児童がいる保護者が対象 

アンケート 

調査より 

アンケート 
調査より 

アンケート 
調査より 

28.5

25.9

3.7

3.9

43.6

38.8

1.5

2.7

19.9

24.5

2.1

3.6

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30（N=1,800）

H25（N=1,132）

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

フルタイム以外（パート・アルバイト等）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム以外（パート・アルバイト等）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

不明・無回答

9.0

9.6

22.0

24.7

57.4

49.7

3.2

4.7

8.4

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30（N=812）

H25（N=469）

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

フルタイム以外の就労を続けることを希望

フルタイム以外の就労をやめて子育てや家事に専念したい

不明・無回答

120 53 30 24 22

39.5 17.4 9.9 7.9 7.2

71 30 23 10 13

48.6 20.5 15.8 6.8 8.9

職場に育児
休業を取りに
くい雰囲気が
あった

収入減とな
り、経済的に
苦しくなる

仕事に戻るの
が難しそう
だった

H30（N=304）

H25（N=146）

上段：件
下段：％

子育てや家
事に専念する
ため退職した

職場に育児
休業の制度
がなかった
（就業規則に
定めがなかっ
た）

資料：たつの市 子育て支援に関するアンケート調査（H25年度、H30年度実施） 

※H25年度調査は就学前児童がいる保護者、H30年度調査は小学３年生までの児童がいる保護者が対象 

資料：たつの市 子育て支援に関するアンケート調査（H25年度、H30年度実施） 

※H25年度調査は就学前児童がいる保護者、H30年度調査は小学３年生までの児童がいる保護者が対象 
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3,392 3,833 4,906 5,753 

4,517 5,063 
5,687 

5,983 

8,486 
8,564 

8,502 
8,474 268 

333 
392 

449 

1,455 
1,724 

2,034 
2,214 

853 
893 

931 
822 

4,030 
3,325 

2,657 
2,059 

1,547 1,575 
1,614 1,471 

40 48 
56 72 

24,588 25,358 
26,803 27,297 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）

単独 夫婦のみ 夫婦と子ども

男親と子ども 女親と子ども 夫婦と親

夫婦と親と子 その他（他の親族等） 施設等の世帯

 

３ 『まち』の状況 

～『まち』ににぎわいは保たれるか？～ 
家族類型別の世帯数の推移をみると、人口減少傾向にある中、高齢化により、単独世

帯、夫婦のみ世帯の増加により、世帯数は増加しています。また夫婦と親と子の３世代

世帯については減少傾向となっており、こうした世帯構造の変化が、10ページの世帯構

成別子ども数や 18ページの出生率との相関関係からも、少子化の一因になっていること

がうかがえます。引き続き３世代同居や近居を増やし、子育てを家族で支える暮らし方

への回帰を図ることが少子化対策につながります。 

また、空き家率をみると、本市は周辺市町と比べて比較的低い割合であるものの、約

１割が空き家となっています。空き家件数について地区別にみると、人口及び家屋数が

ともに多い龍野地区で多くなっていますが、人口減少により、今後も増加することが予

測されます。空き家の増加が、家屋等の倒壊、景観や治安の悪化など周囲の環境に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 

■家族類型別の世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  
資料：国勢調査 
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兵庫県 たつの市 相生市 宍粟市 赤穂市 太子町 上郡町 佐用町

平成25年 13.0% 10.9% 17.1% 14.0% 16.3% 9.4% 20.1% 25.5%

平成30年 13.4% 12.9% 21.1% 17.4% 16.5% 7.3% 20.2% 24.6%

13.4% 12.9%

21.1%

17.4%

16.5%

7.3%

20.2% 24.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

平成25年

平成30年

 
■周辺市町との空き家率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地区別の空き家件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

資料：たつの市調査（令和３年度） 
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97 104 130 97
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67 67 83
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127 135
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294

83

10.5

13.2

4.3
4.6
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4.3

7.3

3.0 3.0
3.7
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龍野地区 新宮地区 揖保川地区 御津地区

（％）
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～交流人口の状況は？～ 
観光入込客数の状況をみると、令和２年は新型コロナウイルス感染症の影響により宿

泊客、日帰り客ともに大幅な減少となっています。また、休日の滞在人口により観光客

の動向を類推すると、県内近隣市町からの来訪者が多くなっているものの、県外では特

に大阪府からの来訪が多くなっており、こうした人をターゲットに本市の魅力を発信し

ながら、観光だけではない定住の地としての住みやすさをＰＲしていくことが必要です。

また、たつの市らしさをＰＲできるものについては、大部分の世代において「手延べそ

うめん」の割合が最も高くなっていますが、年齢層が上がるにつれて「龍野の城下町」

や「童謡の里・赤とんぼ」の割合が高くなっており、ターゲット別のＰＲ戦略が必要で

す。 

今後はさらなる観光の活性化と交流人口の増加に向けて、滞在型観光の展開を図るこ

とも重要です。 

 

■観光入込客数（宿泊・日帰り）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：兵庫県観光客動態調査 

 

■休日（午後２時）に市外から訪問し滞在（２時間）している人口 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム（令和３年５月現在）  

88 96 131 102 101 101 92 57 52 52 52 37 35 46 50 44 22 

2,114 2,135 2,125 2,123 2,188 
2,363 

1,943 1,910 1,999 1,993 1,982 2,133 2,182 2,170 2,014 1,960 

1,123 

2,202 2,231 2,256 2,225 2,289 
2,464 

2,035 1,967 
2,051 2,045 2,034 

2,170 2,217 2,216 
2,064 2,004 

1,145 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成16平成17平成18平成19平成20平成21平成22平成23平成24平成25平成26平成27平成28平成29平成30令和元 令和２

（千人）

宿泊客 日帰り客 観光入込客数

1位 姫路市 3,620人 1位 大阪府吹田市 67人

2位 太子町 1,006人 2位 大阪府豊中市 57人

3位 相生市 921人 3位 京都府京都市中京区 22人

4位 宍粟市 720人 4位 岡山県岡山市北区 20人

5位 赤穂市 496人 5位 大阪府東大阪市 13人

6位 佐用町 411人 6位 大阪府寝屋川市 13人

7位 加古川市 367人 7位 大阪府枚方市 12人

8位 上郡町 286人 8位 鳥取県鳥取市 1人

━ その他 2,112人 ━ その他 40人

県内 県外
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■年齢別たつの市らしさをＰＲできるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

564 353 334 313 159 149 145

58.6 36.7 34.7 32.5 16.5 15.5 15.1

5 1 3 3 0 4 0

71.4 14.3 42.9 42.9 0.0 57.1 0.0

60 29 30 30 11 10 12

72.3 34.9 36.1 36.1 13.3 12.0 14.5

84 38 26 44 20 16 13

71.2 32.2 22.0 37.3 16.9 13.6 11.0

123 67 54 63 30 27 22

66.5 36.2 29.2 34.1 16.2 14.6 11.9

122 66 54 62 33 20 20

68.5 37.1 30.3 34.8 18.5 11.2 11.2

41 37 37 23 14 11 15

46.6 42.0 42.0 26.1 15.9 12.5 17.0

119 105 124 79 49 56 61

42.5 37.5 44.3 28.2 17.5 20.0 21.8

年
齢
別

龍野公園など
の桜

30～39歳（N=118）

40～49歳（N=185）

50～64歳（N=178）

65～74歳（N=88）

75歳以上（N=280）

全体（N=962）

18～19歳（N=7）

20～29歳（N=83）

播磨科学公
園都市
（Spring-8）

上段：件
下段：％

手延べそうめ
ん

龍野の城下
町

童謡の里・赤
とんぼ

うすくち醤油 清流揖保川

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 

調査より 
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2,688 

3,283 

3,946 

3,081 

2,080 

2,268 

2,849 

3,669 

3,156 

2,606 

2,543 

2,430 

1,595 

1,244 

1,178 

764 

425 

136 

44 

01,0002,0003,0004,000

2,558 

3,210 

3,809 

3,151 

2,468 

2,374 

2,925 

3,617 

3,114 

2,584 

2,586 

2,550 

2,199 

1,820 

1,632 

1,207 

708 

314 

118 

0 1,000 2,000 3,000 4,000

0～4

5～9

10～14 

15～19 

20～24 

25～29 

30～34 

35～39 

40～44 

45～49 

50～54 

55～59 

60～64 

65～69 

70～74 

75～79 

80～84 

85～89 

90～

（歳）

（人）（人）

男性 39,985人 女性 42,944 人

総数 82,929人

1,344

1,739

1,802

1,859

1,899

1,580

1,817

2,211

2,457

2,921

2,355

2,290

2,261

2,569

3,015

2,118

1,295

1,043

4,000 3,000 2,000 1,000 0

男性 36,575人

1,251 

1,562 

1,659 

1,868 

1,788 

1,393 

1,710 

2,069 

2,345 

2,855 

2,485 

2,366 

2,415 

2,813 

3,372 

2,573 

1,897 

2,558 

0 1,000 2,000 3,000 4,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

女性 38,979人

～人口構造の変化は『まち』にどんな影響を与えるか？～ 
若年層の転出、団塊の世代の高齢化により、人口構造はアンバランスなものになりつ

つあります。これまでのように現役世代が高齢者を支える構造ではなく、元気な高齢者

が地域での多様な活動の担い手の一員として活躍できる仕組みづくりが求められます。 

 

■令和 3年 1月 1日現在の男女別人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考：昭和 60年（1985年）の男女別ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人） 

資料：国勢調査 

これからの 10

年で、一番多

い層が後期高

齢者へ！ 

進学・就職等で

の転出による若

年層の減少！ 

現在の 65 歳以

上人口のうち、

ピークを形成して

いる世代 

資料：住民基本台帳 

（人） 

総数 75,554 人 
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４ アンケート調査結果からの現状把握 

～世帯構成によって子どもの数は違うのか～ 
結婚している方の子どもの数は、２世代では「１人」、３世代では「２人」が最も高く、

【２人以上】の割合（「２人」「３人」「４人」「５人以上」の合算）では２世代では 47.9％

であるのに対し、３世代では 60.7％と高くなっており、同居の方が子どもの数が多い傾

向にあることがうかがえます。 

子育て支援施策に対する満足度は、子どもの数に関わらず「普通」が最も高くなって

いますが、子どもの数が増えるにつれて【満足している】（「満足」と「やや満足」の合

算）が高くなっています。子育ての希望がかなえられるよう、引き続き子育て支援の充

実や経済的負担の軽減に取り組むことが重要です。 

 

 

■結婚している方の子どもの数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育て支援施策に対する満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48 184 567 100 25 38

5.0 19.1 58.9 10.4 2.6 4.0

10 30 138 28 4 9

4.6 13.7 63.0 12.8 1.8 4.1

19 45 102 21 6 2

9.7 23.1 52.3 10.8 3.1 1.0

12 40 53 15 5 0

9.6 32.0 42.4 12.0 4.0 0.0

不明・無回答

全体（N=962）

１人（N=219）

２人（N=195）

３人以上
（N=125）

子
ど
も
人
数
別

上段：件
下段：％

満足 やや満足 普通 やや不満 不満

219 195 77 25 23 98

34.4 30.6 12.1 3.9 3.6 15.4

169 143 53 16 16 79

35.5 30.0 11.1 3.4 3.4 16.6

40 47 20 9 6 13

29.6 34.8 14.8 6.7 4.4 9.6

2 2 0 0 0 3

28.6 28.6 0.0 0.0 0.0 42.9

3 0 1 0 0 1

60.0 0.0 20.0 0.0 0.0 20.0

5 3 3 0 1 2

35.7 21.4 21.4 0.0 7.1 14.3

３世代（親と子と孫）
（N=135）

兄弟や親戚と同居
（N=7）

友人や知人と同居
（N=5）

その他（N=14）

家
族
構
成
別

上段：件
下段：％

５人以上 不明・無回答

全体（N=637）

２世代（親と子）
（N=476）

１人 ２人 ３人 ４人

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 

調査より 

アンケート 

調査より 
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～定住意向はどの程度あるのか～ 
たつの市に『住み続けたい』が７割以上、『転出する』は１割未満です。年齢別では『住み続

けたい』は 18～19 歳で 42.9％、20～29 歳で 55.4％とほかの年代よりも低くなって

います。 

 

 

■定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■定住意向（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定住意向がある人は７割以上 

32.6 41.2 16.7

2.9

1.2

4.0 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=962）

ずっと住み続けたい できれば住み続けたい どちらともいえない

転出（転居）を考えている 転出（転居）を予定している わからない

不明・無回答

0.0

25.3

24.6

23.8

26.4

40.9

47.9

42.9

30.1

44.9

50.3

48.3

38.6

34.6

42.9

28.9

21.2

16.8

18.0

15.9

10.0

14.2

7.2

2.5

4.3

2.8

0.0

0.7

0.0

3.7

3.4

0.5

1.1

1.1

0.4

0.0

4.8

3.4

3.8

3.4

3.5

4.6

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18～19歳

（N=7）

20～29歳

（N=83）

30～39歳

（N=118）

40～49歳

（N=185）

50～64歳

（N=178）

65～74歳

（N=88）

75歳以上

（N=280）

ずっと住み続けたい できれば住み続けたい どちらともいえない

転出（転居）を考えている 転出（転居）を予定している わからない

不明・無回答

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 
調査より 

アンケート 
調査より 
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～働く場の確保は移住・定住促進につながるか～ 
今後も市内に住み続けたいと回答した方々の理由としては、「親・親戚または友人が住

んでいるから」が多い一方で、「近くに働ける（働いている）ところがあるから」はあま

り高くありません。 

一方で、転出（転居）先を選ぶ理由としては、「近くに働ける（働いている）ところが

あるところ」の回答が高くなっているほか、「通勤・通学など、交通環境が便利なところ」

も高くなっており、市内あるいは近隣市町での就職に対する関心があまり高くないこと

がうかがえます。 

 

■住み続けたい理由               ■転出（転居）先を選ぶ基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.5

21.9

25.0

3.1

6.3

0.8

11.7

2.3

25.8

38.3

18.0

4.7

0.8

45.6

19.4

35.1

19.3

5.1

4.4

7.2

5.5

39.0

36.1

18.3

7.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80%

山や海岸、農地など、

自然環境が身近にあるから

通勤・通学など、

交通環境が便利だから

買物・通院など、

日常生活が便利だから

道路や上下水道やごみ収集など、

生活環境が良いから

公園や広場などが身近にあるから

福祉施設や医療機関が

充実しているから

子どもの教育環境や

子育て環境が良いから

図書館やホールなど、文化施設が

整っているから

地域に愛着があるから

親・親戚または友人が

住んでいるから

近くに働ける（働いている）

ところがあるから

その他

不明・無回答

34歳以下（N=128）

全体（N=962）

13.3

66.7

53.3

6.7

0.0

26.7

13.3

6.7

6.7

20.0

53.3

13.3

0.0

7.5

50.0

57.5

12.5

2.5

37.5

7.5

5.0

5.0

25.0

25.0

10.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

山や海岸、農地など、

自然環境が身近にあるところ

通勤・通学など、

交通環境が便利なところ

買物・通院など、

日常生活が便利なところ

道路や上下水道やごみ収集など、

生活環境が良いところ

公園や広場などが身近にあるところ

福祉施設や医療機関が

充実しているところ

子どもの教育環境や

子育て環境が良いところ

図書館やホールなど、文化施設が

整っているところ

地域に愛着があるところ

親・親戚または友人が

住んでいるところ

近くに働ける（働いている）

ところがあるところ

その他

不明・無回答

34歳以下（N=15）

全体（N=40）

資料：第２次たつの市総合計画等改訂のための市民アンケート調査（令和３年度実施） 

アンケート 

調査より 
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第３章 将来人口のシミュレーション 

 

１ 将来人口推計 

～総人口の推計～ 
人口動態を把握するための将来人口推計では、総人口が今後減少を続ける見込みとな

っています。国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）が 2013年に公表

した推計では、2045年で 60,001人、2060年で 49,645人となっていましたが、2018年に

公表した推計では、2045年で 52,818人、2060年で 40,624人となっており、減少速度が

進行した予測となっています。 

 

■たつの市の人口の長期的見通し（人口総数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

80,522
78,578

76,234

73,440

70,334

66,962
63,467

60,001

56,584

53,138

49,645

77,419

73,889
69,998

65,894

61,548

57,104

52,818

48,709

44,663

40,624

80,518

74,316

74,847

72,596

70,203
68,089

65,975
63,980

62,004
60,071

35,000

45,000

55,000

65,000

75,000

85,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

社人研推計（2013年推計） 社人研推計（2018年推計）

市独自推計（H27策定人口ビジョン掲載値）

第３章 将来人口のシミュレーション 

平成 27 年（2015 年）か

ら約 29,000 人、36.8％

の減少！ 

平成 27年（2015年）から 

約 37,000人、47.5％の減少！ 

※市独自推計（H27策定人口ビジョン掲載値）は、2010年～2020年の値を国勢調査結果に変更している 
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95 

74 

52 

92 

61 

41 

92 

64 

43 

100 
105 

100 

78 

0

20

40

60

80

100

120

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

2015年比指数
総数
0～14歳
15～64歳
65歳以上

10,195 9,345 8,460 7,588 6,802 6,225 5,693 5,158 4,648 4,174

45,279
41,472

38,624
35,937

32,941
28,916

25,841 23,254 21,161 19,413

21,945
23,072

22,914
22,368

21,805
21,963

21,284
20,296

18,854
17,036

77,419
73,889

69,998
65,894

61,548
57,104

52,818
48,709

44,663
40,624

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

 

～人口減少段階の分析～ 
社人研推計によると、令和２年（2020年）までは老年人口が増加する「第１段階」と

なっていますが、以降、「第２段階」になり、令和 22年（2040年）で老年人口は約５％、

生産年齢人口は約 30％、年少人口は約 35％減少する予測です。令和 27年（2045年）以

降は老年人口も一貫して減少する予測となっており、これ以降、老年人口・生産年齢人

口・年少人口いずれも減少傾向となる「第３段階」となる見込みです。 

 

■人口減少段階の分析（社人研推計（2018年推計）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別推計人口（社人研推計（2018年推計）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口減少段階 

人口減少段階は、一般的に「第１段階：老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少」「第２段階：老年人

口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少」「第３段階：老年人口減少＋生産年齢・年少人口減少」の３

つの段階を経て進行するとされています。 

【第１段階】 

老年人口増加 

年少・生産年齢人口減少 

【第２段階】 

老年人口維持・微減 

年少・生産年齢人口減少 

【第３段階】 

老年人口減少 

年少・生産年齢人口減少 
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２ 自然増減・社会増減の影響度の分析 

～自然増減・社会増減の影響～ 
自然増減・社会増減の影響度を分析するため、社人研推計を基本に２つの仮定を行い

ました。本市では、自然増減の影響度「３」、社会増減の影響度「３」と、両方が影響を

与えると予測され、出生率の向上と転出抑制・転入増加ともに取り組んでいくことが必

要です。 

 

 

「出生率上昇」 

パターン 

合計特殊出生率が令和 12 年（2030 年）までに人口置換水準（2.07）

まで上昇すると仮定した場合 

「出生率上昇＋移動均衡」 

パターン 

「出生率上昇」に加え、移動がゼロ（均衡）で推移すると仮定し

た場合 

 

■自然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減 

の影響度 

「出生率上昇」の令和 27年（2045年）推計人口=56,717人 

「社人研推計」の令和 27年（2045年）推計人口=52,818人 

⇒56,717人/52,818人=107.4％ 

３ 

社会増減 

の影響度 

「出生率上昇＋移動均衡」の令和 27年（2045年）推計人口=67,393人 

「出生率上昇」の令和 27年（2045年）推計人口=56,717人 

⇒67,393人/56,717人=118.8％ 

３ 

※自然増減の影響：１（100％未満）、２（100～105％）、３（105～110％）、４（110～115％）、５（115％以上） 

※社会増減の影響：１（100％未満）、２（100～110％）、３（110～120％）、４（120～130％）、５（130％以上）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

たつの市

A市（出生率低、転入超過）

B市（出生率高、転出超過）

0

1

2

3

4

5

0 1 2 3 4 5

自然増減の影響度 

社
会
増
減
の
影
響
度 
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36.4%

36.7%

32.8%

29.7%

38.5%

41.9%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

「出生率上昇」 「出生率上昇＋移動均衡」 社人研推計

 

～人口構造への影響～ 
（１）推計結果ごとの人口増減率 

「社人研推計」と比較し、「出生率上昇」では「0～14歳人口」の減少率は小さくなり、

「出生率上昇＋移動均衡」では、増加に転じます。「15～64歳人口」は、減少率が「社人

研推計」と「出生率上昇」で大きな差はみられませんが、「出生率上昇＋移動均衡」では、

減少率が小さくなることがわかります。 

 

■集計結果ごとの人口増減率                        単位：％ 

区 分 総人口 
0～14 歳人口 15～64 歳

人口 

65 歳以上

人口 

20～39歳 

女性人口  うち 0～4
歳人口 

2015 年
→ 

2045 年 
増減率 

社人研推計 -31.8% -44.2% -45.4% -42.9 -3.0 -46.8% 

 出生率上昇 -26.7% -20.0% -18.4% -39.8% -3.0% -42.9% 

 出生率上昇 

＋移動均衡 
-13.0% 2.6% 13.5% -23.3% 1.2% -18.5% 

 

（２）老年人口比率の変化 

「社人研推計」では老年人口比率が、令和 42 年（2060 年）に 41.9％になる見込みと

なっていますが、出生率上昇と社会動態の改善を図ることで高齢化抑制にもつながるこ

とがうかがえます。 

 

■老年人口比率の長期推計 
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（３）若年女性の減少率 

社人研推計では若年女性の減少率が、令和 27年（2045年）で 46.8％、令和 42年（2060

年）で 60.5％減少する見込みとなっていますが、「出生率上昇＋移動均衡」により、社会動

態の改善を図ることで若年女性の減少率を縮小することが可能であることがうかがえます。 

 

■若年女性の減少率 

 2015年 

20-39歳女性人口 

2045年 2060年 

20-39歳女性人口 減少率（2015→2045） 20-39歳女性人口 減少率（2015→2060） 

社人研推計 7,668  4,081  -46.8% 3,030 -60.5% 

 出生率上昇 7,668  4,383  -42.8% 4,107  -46.4% 

 出生率上昇 

＋移動均衡 
7,668  6,248  -18.5% 6,754  -11.9% 
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３ 人口の変化が地域の将来に与える影響と対応策 

～人口構造の変化～ 
人口ピラミッドをみると、令和３年（2021年）は、生産年齢人口は老年人口の２倍を

下回っています。社人研推計によると、令和 42年（2060年）には生産年齢人口が更に減

少し、人口ピラミッドが下すぼみになり、年少人口・生産年齢人口は大きく減少し、高

齢者１人を生産年齢人口 1.1人で支えることになります。 

 

■人口ピラミッド（令和 3年 3月末（2021 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

■人口ピラミッド（社人研推計：令和 42年（2060年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 高齢者１人を生産年

齢人口 1.1 人で支え

ることになる 

 

 

高齢者１人を生産年

齢人口 1.8 人で支え

ている 

団塊の世代 

団塊ジュニア世代 

（人） 

（人） 

（人） 

（人） 



46 

 

 

～各分野への影響～ 
 

（１）地域経済への影響 

人口減少や人口構造が変化することで、地域経済全体が縮小し、雇用の減少だけでなく、商

業施設、公共交通などの撤退による買い物難民や交通空白地の発生など、人口減少のさらな

る加速が懸念されます。労働力の供給、消費の牽引層である若年層の減少により、本市の強

みである製造業においても労働力不足や生産量の低下が想定され、第一次産業では、従業者

の高齢化や後継者不足などがさらに深刻になるおそれがあります。 

 

（２）市民生活への影響 

人口減少、少子・高齢化により、防犯・防災対策、地域行事や共同施設の維持管理の分担な

ど、地域を支える活動に支障を来たすことが予想されます。一部の地域では地域コミュニティ

の維持が困難になり、地域の活力がさらに低下することが懸念されます。 

 

（３）子育て環境への影響 

少子化により、子育て家庭同士の交流が持ちづらくなり、子育て中の母親などが地域で孤

立してしまうケースも懸念されます。また、核家族化により、祖父母からのサポートを受けられ

ないため、子育ての負担が大きくなっています。子どもの減少により、幼稚園や保育園、小中

学校は、小規模化が進み、児童・生徒数、クラス数が減少することで、学校行事や部活動等の

集団活動の実施が困難になる可能性があります。 

 

（４）市財政への影響 

人口減少や人口構造の変化により、高齢化による介護や医療などの社会保障関係経費が増

大し、今後もこの流れは加速すると予測されることから、行政サービスの質と量の維持が困難

となります。 

 

（５）公共施設・社会インフラへの影響 

人口増加に合わせて整備してきた公共施設・社会インフラの老朽化が進んでおり、更新に多

額の費用が必要となることが見込まれます。さらなる税収減の中で、これまでと同様に維持し

続けることは困難であり、これからの市民生活に見合った維持・管理のあり方へと見直しを行

っていく必要があります。 
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～人口の将来展望に向けた対応策（方向性）～ 
（１）雇用創生～新経済戦略によりしごとを創出する～ 

若年層の市外への人口流出を抑制し、定住を促すとともに、一旦市外に出た人が再び本市

に戻ってくることができるよう、市外からの企業誘致、本社等の移転誘致の促進や、市内での

創業や起業等、次の世代のチャレンジを後押しすることにより、新たな雇用を創出し、人々が

集う活気あるまちづくりを進めます。 

第１次産業のブランド化や高付加価値化、販路拡大を支援し、生産性を高め、稼ぐ力の向上

を図り、安定した所得と雇用を創出します。 

更に、就業支援や女性が働きやすい環境づくりに向けた取組への支援等、だれもが働き続

けられ、活躍できる社会の実現に向け取り組みます。 

（２）人口還流～定住促進・観光戦略により「たつのファン」をつくる～ 

重要伝統的建造物群保存地区や日本遺産の北前船関連文化財等、本市ならではの地域資

源の活用や、「子育てするなら たつの市」として充実した支援策を市内外にＰＲし、移住・定住

を促進するとともに、交流人口も含めて本市を訪れる人の流れを創出し、人口の流出抑制や

流入促進を図ります。 

子育て世代や若者に移住先として選ばれる魅力づくりや情報発信、移住体験の提供、空き

家、空き店舗の利活用、テレワークをはじめとした新しい働き方に対応できる環境づくり等に

取り組み、地方回帰の高まりを好機とした新しい人の流れを生み出します。 

また、シティプロモーションや体験型ツーリズム、イベントの実施などの観光振興や、観光資

源のブランド化、来訪者の受け入れ体制の充実による交流人口の増加を図るとともに、将来

的な移住者の増加にもつながることが期待される「関係人口」についても創出、拡大に取り組

みます。 

（３）若者未来～若者応援戦略により希望を叶える～ 

結婚に向けた出会いのきっかけづくりを行うとともに、出産や子育てへの経済的支援や相

談支援等、地域全体で子育てを支える社会づくりにより、子どもを生み・育てやすい環境づく

りを進め、結婚・出産・子育ての希望を叶えることができるよう、切れ目のない支援を行いま

す。 

また、小・中一貫教育の推進や地域との連携による学校支援体制の構築、英語教育やＩＣＴ

教育等、グローバル化や社会の変化に対応できる人材の育成を行います。 

（４）地域活力～まち賑わい戦略により活力ある地域をつくる～ 

少子・高齢、人口減少社会の中、多様化する地域の課題解決に向け、市民や事業者、行政な

どの多様な主体が連携し、市民が住み慣れた地域の中で、健康でいきいきと安心して暮らせ

る持続可能なまちづくりを進めます。 

地域の実情等を踏まえた持続可能でだれもが移動しやすい地域公共交通ネットワークを充

実し、公共交通サービスと交通結節点の整備による利便性の向上を図るとともに、兵庫県・近

隣市町との連携による行政区域を越えたスケールメリットを生かした市民サービスの充実を

図ります。 

更に、ＤＸの推進による地域課題の解決や地域の魅力の向上、また、持続可能な地域社会づ

くりに向け、脱炭素化・ＳＤＧｓを目指した取組を促進します。  
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第４章 人口の将来展望 

 

１ 将来展望人口 

 

人口の将来展望を検討するため、本市独自の推計を行いました。 
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２ 将来展望における条件設定 

 

４つのパターンを推計した条件は次のとおりです。 
 

（１）推計における諸条件 

 市独自推計 

（2021 年（Ｒ３）更新） 

現行市人口 

ビジョン掲載値 

社人研推計 

（2013 年推計） 

社人研推計 

（2018 年推計） 

生存率 

2016 年～2021 年の住民基

本台帳及び人口移動調査

各歳別報告書から算出し

た数値を 2060 年まで一定

で設定 

2010 年～2015 年

の住民基本台帳及

び人口移動調査各

歳別報告書から算

出した数値を2060

年まで一定で設定 

社人研「将来の生

残率、純移動率、子

ども女性比と 0-4

歳性比--『日本の

地域別将来推計人

口』（平成 25 年３

月推計）」における

本市の値を採用 

社人研「将来の生残

率、純移動率、子ど

も女性比と 0-4歳性

比--『日本の地域別

将来推計人口』（平

成 30（2018）年推

計）」における本市

の値を採用 

合計 

特殊 

出生率 

段階的に上昇させ、2040年

に 1.80、以降は一定で設定 

段階的に上昇さ

せ 、 2040 年 に

2.07、以降は一定

で設定 

上記資料における

本市の子ども女性

比を採用 

（合計特殊出生率

1.43（2015 年）、

1.39（2020 年）、

1.37（2025年以降）

程度に該当） 

上記資料における

本市の子ども女性

比を 2060 年まで一

律に採用 

（合計特殊出生率

1.53 程度に該当） 

移動率 

2016 年～2021 年の住民基

本台帳及び人口移動調査

各歳別報告書から算出し

た数値を基準とする。2022

年以降、転出超過層に対し

ては、５年ごとに前期間の

純移動率に 0.5 を乗算し、

2040 年以降は０で推移す

る条件で設定。また、転入

超過層については純移動

率を現時点実績で固定 

2010 年～2015 年

の住民基本台帳及

び人口移動調査各

歳別報告書から算

出した数値を基準

とする。2021 年以

降、転出超過層の

移動率を 0.5 倍に

縮小、2036年以降、

進学・就職世代を

除き、移動率を均

衡させ、その後は

一定で設定 

上記資料における

本市の値を採用 

（ 2005 年～ 2010

年の国勢調査に基

づく移動実績から

各年の移動率を算

出し、その人口移

動傾向が 2060 年

まで継続するもの

として仮定値を設

定） 

上記資料における

本市の値を採用 

（2010 年～2015 年

の国勢調査に基づ

く移動実績から各

年の移動率を算出

し、その人口移動傾

向が 2060 年まで継

続するものとして

仮定値を設定） 

なお、現行市人口ビジョン掲載値については、兵庫県の社会増対策による加算を加えて

算出しています。設定条件及び加算値は以下のとおりです。 
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 現行市人口ビジョン掲載値 

県の社会 

増対策に 

よる加算 

・県が 2020年までに目指す東京圏、大阪府からの 20代（年間 7,500人）、フ

ァミリー層（年間 400人）、壮年層（年間 400人）の転入者目標に、県全体

に占める本市の人口割合を乗じた年間約 75人分を加算 

・2021年以降、上記人数を総人口の逓減率に合わせて減少させ加算 

・2026年以降、20代、ファミリー層は移動率の半減に合わせて加算人数を 0.5

倍として設定 

 

 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

若年層（20 代） 326 311 150 143 135 128 121 113 106 

ファミリー層（30 代） 30 28 13 13 12 11 11 10 9 

壮年層（50 代） 17 17 16 15 14 14 13 12 11 

計（５年間） 373 356 179 171 162 153 144 136 127 

１年あたり 75 71 36 34 32 31 29 27 25 

※端数を含むため、各年代の内訳と合計が一致しない場合がある 

 

 

（２）合計特殊出生率の設定 

 2015 2025 2030 2035 2040 2060 

市独自推計 
（2021 年（Ｒ３）更新） 

1.53 1.60 1.67 1.73 1.80 1.80 
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（３）移動率の設定 

 

2022年以降の人口を算出する際には、以下の条件を採用しています。 

○転出超過層の純移動率が 2040年時点で０に近づくよう、５年ごとに前年の純移動率に

0.5を乗算し、2040年以降は０で推移 

○転入超過層の純移動率を固定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

転出超過層に 0.5を 

乗算する期間 これ以降は純移動率を固定 

男性 基準 →2026年 →2030年 →2035年 →2040年 →2045年 →2050年 →2055年 →2060年

0-4歳→5-9歳 0.042 0.042 0.042 0.042 0.042 0.042 0.042 0.042 0.042

5-9歳→10-14歳 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011 0.011

10-14歳→15-19歳 -0.031 -0.015 -0.008 -0.004 -0.002 0.000 0.000 0.000 0.000

15-19歳→20-24歳 -0.108 -0.054 -0.027 -0.013 -0.007 0.000 0.000 0.000 0.000

20-24歳→25-29歳 -0.168 -0.084 -0.042 -0.021 -0.010 0.000 0.000 0.000 0.000

25-29歳→30-34歳 -0.075 -0.038 -0.019 -0.009 -0.005 0.000 0.000 0.000 0.000

30-34歳→35-39歳 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003

35-39歳→40-44歳 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

40-44歳→45-49歳 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012 0.012

45-49歳→50-54歳 -0.005 -0.002 -0.001 -0.001 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

50-54歳→55-59歳 0.017 0.017 0.017 0.017 0.017 0.017 0.017 0.017 0.017

55-59歳→60-64歳 0.014 0.014 0.014 0.014 0.014 0.014 0.014 0.014 0.014

60-64歳→65-69歳 -0.001 -0.001 -0.000 -0.000 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

65-69歳→70-74歳 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006

70-74歳→75-79歳 0.022 0.022 0.022 0.022 0.022 0.022 0.022 0.022 0.022

75-79歳→80-84歳 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030 0.030

80-84歳→85-89歳 0.032 0.032 0.032 0.032 0.032 0.032 0.032 0.032 0.032

85-89歳→90-94歳 -0.038 -0.019 -0.010 -0.005 -0.002 0.000 0.000 0.000 0.000

90-94歳→95歳以上 0.053 0.053 0.053 0.053 0.053 0.053 0.053 0.053 0.053

女性 基準 →2026年 →2030年 →2035年 →2040年 →2045年 →2050年 →2055年 →2060年

0-4歳→5-9歳 0.055 0.055 0.055 0.055 0.055 0.055 0.055 0.055 0.055

5-9歳→10-14歳 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

10-14歳→15-19歳 -0.002 -0.001 -0.000 -0.000 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

15-19歳→20-24歳 -0.150 -0.075 -0.037 -0.019 -0.009 0.000 0.000 0.000 0.000

20-24歳→25-29歳 -0.197 -0.098 -0.049 -0.025 -0.012 0.000 0.000 0.000 0.000

25-29歳→30-34歳 -0.072 -0.036 -0.018 -0.009 -0.004 0.000 0.000 0.000 0.000

30-34歳→35-39歳 -0.003 -0.001 -0.001 -0.000 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

35-39歳→40-44歳 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008

40-44歳→45-49歳 -0.005 -0.002 -0.001 -0.001 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

45-49歳→50-54歳 -0.007 -0.004 -0.002 -0.001 -0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

50-54歳→55-59歳 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

55-59歳→60-64歳 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008

60-64歳→65-69歳 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007

65-69歳→70-74歳 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

70-74歳→75-79歳 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003

75-79歳→80-84歳 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004

80-84歳→85-89歳 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023 0.023

85-89歳→90-94歳 -0.012 -0.006 -0.003 -0.001 -0.001 0.000 0.000 0.000 0.000

90-94歳→95歳以上 0.119 0.119 0.119 0.119 0.119 0.119 0.119 0.119 0.119
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３ 目標人口 

 

人口ビジョンにおいて設定する目標人口は市独自推計を採用し、合計特殊出生率の向上、

進学・就職世代を除く世代の移動率の均衡、子育て支援策の充実等による転入促進を図り、

令和 42年（2060年）の目標人口は約５３，０００人とします。 

 

■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口比率の推移 
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■人口ピラミッド（市独自推計：令和 42年（2060年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口ピラミッド（社人研推計：令和 42年（2060年）） 
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